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【訳者注：このモノグラフ･シリーズNo.９には,著者紹介とＵＮＤＰによるこのシリーズの

紹介がある。あわせて紹介する】。

著者について

GillianMzIrcelleは，これまで１２年111]テレコミュニケーション・IOT政策の分野で活動

してきた。彼女は，大学人として，BriIisMbIecommuniclltionと関連する民１１０部ﾄﾞﾘにおい

てＵＫのOfte］の調整者として，また，ＮＧＯ，民間会社，国の政府，

ＵＮＤＲＵＮｌＦＥＭ,ＵＮＥＣＡ,ITUやＵＮＵ･INTECHをふくむ国際機関の諮問者として働いて

きた｡Ｍ８．Ｍa歴elleは第５５会期国連総会の準備過程でICTと開発問題について国連に助言

するハイレベルパネルのメンバーである．

Ｍｓ・MarceIleは,西インド諸島大学で経済研究者としての訓練を受け，ジョージワシント

ン大学から修士号を受けた。彼女は，現在，サセックス大学で博士号に向けて科学･技術政

策を専攻している。ここで彼女は，研究の中心を，アフリカのテレーミュニケーション産

業の企業における技術能力綱築においている。彼女は，開発途上国の技術革新政策，テレ

ーミュニケーションの自由化，ジェンダーと開発の１１１１題に焦点をおいて，広く公表してい

る、

１９９５年の北京世界会議以降，ＭＳ・Ｍ､配elleはIOU､部門でのジェンダー公正を発展させ，

実施する点での行動的なリーダーの１人である．Ｍ８.MmPcelleはアフリカ悩報社会ジェン

ダー・ワーキングループ（AISGWG）の座長と，ジェンダー問題に関するITUタスク・フ

ォースの剛座長である．

このシリーズについて

女性と男性の生活，行う労働，受け取る所得，与えられる役割，分かち合う関係は，す

べて,女性と男性に差をつけて扱う社会的規範と伝統とによって形作られている。まさに，

われわれはジェンダーが問題になる世界に住んでいる。そういった規範や伝統，そしてそ

れを支える考えはまた，法律，制度，そして家族や職の市場といった経済的・社会的構造

にはっきりと表れている。しかし，ジェンダー化した責任や社会への参加の報酬は，女性

と男性で趣うだけでなく，通常は不公平である。ＵＮＤＰの１９９５年の『人llHIW1発報告』が

雄弁な目筆者となっているとおり，この結果は，女性の継続的な経済的・政治的周辺化で

ある。ジェンダー差が、この周辺化という現実を作り出すために展開する仕方を理解する

ことは，不公平と不平等に取り組む努力を成功させるためには必要である。この「開発に

おけるｼﾞｪﾝﾀﾞｰ」ｼﾘｰｽﾞは，この理解の過程に寄与することを意図している｡

今日の世界のジェンダー化された現実を分析する中で，このシリーズは，薪者たちの研

究が，女性と男性の生活の経験とマクロレベルの政治的・経済的構造とを結びつけて，そ

の生活に立ち入ることを促している。この政治的・経済的柵造は。著者たちの理嫡と実践

の発展に特に役立つことが多いのである。このモノグラフは，貧困，居住，ガバナンスや

■
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技術といった亟要問題への国際的および各国の対応の複雑さと多様性を反映しているが，

女性と男性の行動の形およびそれら問題からの影響の受け方の違いをジニンダーが決定し

ている形を分析する点での共通性を提供している。

この分析は，不公平と不平等のジェンダー化された基盤は強く浸透していることを暴露

する。しかし，このモノグラフが明らかにするように，ジニンダーの概念はまた，社会的・

経済的変化に向けての触媒を提供できる。もし女性と男性に帰せられている異なった役割

や責任が社会的に構成されているなら，定義によって，それらは，社会，すなわち我々が

変えることがありうるのである。ジニンダーの形成のされ方の理解は，女性と男性が連帯

する異なった形を描く余地をつくりだす。

ジェンダーと開発問題に取り組んでいる指導的な研究者や実践家からの委能によって，

モノグラフの各々は，著者自身の専門性と経験とによって形作られた特別な見地を反映し

ている。こういった多様性は，どんな意義ある対話_これをこのシリーズは促そうとして

いるのだが－にとって不可欠である．しかし，このモノグラフの声の多元性はすべて，人

間開発にジエンダー視角を導入することの必要性と，女性と男性の共存という本性が我々

の力で変革できる範囲内にあることを認識する必要性とを瞼じている。

夕

＝

ABterZaoudCe

UNDP開発におけるジエンダー計画mamIger

(2004年12月国連開発計画(UNDP)開発政策局ジェンダー上級顧問）
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要約

第１節ＩCTBの急速な普及と異なる影響

第１節は，変革に向けての主唱戦略の枠組みづくりに向けた必要な背景情報を示しなが

ら，この鵠文の脈絡を示す。それは，ICT盾は，その経済的，社会的，政治的構造と過程へ

の影響を通じて，人間開発に貢献することができることを示す。

技術的革新と他の促進要因が，どのように急速な普及を創り出しⅢこれがひるがえって

社会に影響しているかについての概観が示される。これらの結果は標地化されていない。

すなわち，それらは，異なる位憧でその方向と程度において違いを持つ。世界的なICT部

門の規模の増加と亜要性を促進してきた条件は，ＯＥＣＤ諸国の構造とそれらが機能する仕

方に内在的なものである。例えば，ＩＣＴの中心的技術における技術的革新は，研究と開発

への民間投資を必要としてきた｡すなわち,世界のICT産業の企業規模は増大しつつあり，

市場は著しく梨中しつつある。これらと他の要因が，それらのより豊かな諸国では過去２０

年以上にわたって「有効なサイクル(virtuouscycle)」を創り上げ，急速なIOTの普及を刺

激し，支えてきた。

Ｍ1発途上世界では，ＩＣＴｓが積極的影響を持つことができる前に，幾つかの抑制的特徴が

克服されなければならない。世界的ICT産業の成長と拡大は，開発途上諸国の＝－ズとは

必ずしも連携してはいない。さらに，標準的なICTの適用とインフラストラクチュアへの

禰要を人工的に刺激すること－あるいは，消費者の小さなエリート・グループの経験に基

づいた福祉の改善への要求をすることによって，ＩＣＩもの利益ある影響を複製することを試

みる政策や計画は，それら諸国においてICT部門が一層発展するための有効なガイドでは

ない．適応，地方的な革新システムとの同調，そして開発目標との調整を強調するアプロ

ーチが，人間開発への持続的な積極的影響の点での結果をもたらす可能性がより大きい。

開発政策やICTlll１発へのそういったアプローチを促進することが，この部門のジェンダー

平等の目標と密接に迎携する。というのは，開発途上諸国の女性は，ＩＣＴ部門を拡大する

際のエリート主義的展開を支持にする戦略によって.不利におかれる可能性が商いからであ

る。

節２節ICTsの急速な普及の影響：ジエンダー分析に向けて

第２節は，社会関係アプローチに基づくジェンダー分析が，ICTsの急速な普及によって

作り出される影響の理解に，どのように貢献できるかを示す。それは，この部門内のジェ

ンダー関係と，ジェンダー関係へのICTsの普及の影響とに焦点をあてることによって，異

なる影響Iこっての鱸騒を盛り上げ，拡張する．
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第２節の心配な結論は，開発途上国の多くの女性にとっての課題は，周辺化という二重

の負担を克服することである。というのは，現在構成されているICT部門は，男女間の権

力の不均衡およびＳＨＤ目的への関心の欠如と結びついた伝統的価値に支配されているから

である．ＩＣＴが普及することになった企業，市場および制度的脈絡の中では，権力関係は

女』性を歓迎せず，ジェンダー平等とＳＨＤの関心を示しているわずかのグループは周辺化さ

れ，低い地位をしめ，わずかしか正当性を持ってないようにみえる。これに加えて，ＩＣＴ

の領域での実践や姿勢を支配している主要なイデオロギーは，女性のそれをふくめて，人

間の福利よりも利益を優先している。これが変化しなければ，ICTsの急速な変化は，世界

の大半で，ジェンダー平等やＳＨＤへの貢献は少ないだろう．

この節の分析が示すところでは，ＩＣＴ部門での意思決定のための条件は，変革を十分に

は予告してはいない。この部門の生産と規制における意思決定への参加は限られており，

権力の不均衡を再調整する余地は非常に小さい。

第３節ＩＣＴ領域でのジェンダー関係の変革：前進と課題

第３節は,ＳＨＤとジェンダー正義に向けてICTsを変革する努力をふりかえる．それは，

これまでの殆どの前進は，女性のエンバワーメン卜を促進するためのＩＣＴの使用する中で

生み出されたが，他の介入は遅れていることを報告している。ＩＣＴを実際的で戦略的な目

的を達成する道具として利用することに加えて，ジェンダーと開発のコミュニティはICT冶

と開発の全領域についての批判を打ち出すことにさらに積極的でなければならないことを

論じている。この作業はJCTs，女`性のエンバワーメン卜とＳＨＤの間の関係についてのア

イデア，研究と分析を発展させるものであろう。ジェンダーと開発の思想家と実践家が遂

行してきた研究が報告される。

ＩＣＴ産業の実践を，特に，権力の再配分，既存のジェンダー関係の変更，この部門の目

標とＳＨＤの目的との連携との欠如との関連で，変えるための介入もまた必要である。多様

な地域での，多くの個人，女性組織，アカデミーの機関や開発機関が，ＳＨＤを促進するた

めの道具としてＩＣＴｓを使用し，ＩＣＴｓと開発のアイデアに貢献し，ＩＣＴ産業内の実践を取

り上げてきた。しかしながら，これらの努力は，なお初期の段階にある。これらは，ＩＣＴ

産業自体によって，そしてＮＧＯと国際開発機関によって大きく強化される必要がある。

この小論は，行動に向けての示唆と，政策的主唱の出所と文献のリストとで結論とされ

る噂

〆
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ジェンダーと悩報通信技術：持続的人間開発との連携

この小鎗の目的は，悩報通信コミュニケーション技術（ICTs）が，持続的人1M)開発（ＳＨＤ

ｓ）と，特にそのジェンダー平等と女性のエンパワーメン卜目標に．どのように貢献でき

るかを検討することであるそれは，この結果が自動的なものでも不可避的なものでもな

いことを示す．反対に，ＩＣＴｓが開発され，利用されてきた仕方に固有の諸要因は，ＳＨＤと

ジェンダー平等目的の達成を脅かす。したがって，開発の思想家や実践家が，彼らが特定

のジェンダー問題で作業しているかあるいはもっと一般的な開発問題で作業しているかに

かかわらず，ＩＣＴｓの生産，利用および急速な普及を形づくっている技術的および制度的変

化を理解することが重要であるこの小論は，この理解に貢献することを意図している．

すべての技術革新や技術変化と同じように，ICTsの急速な普及は，社会における諸要因

の影響を受けている．したがってそれは，それらの技術が，社会的，政治的，経済的力と

絡み合っている仕方に焦点をあてることによって，段も良く理解できる。この呰及を生み，

そこからの結果を変えている条件は何かを理解するためには，特定の社会的，経済的，制

度的，文化的脈絡の中で予想される影響を位置づけることが重要である】、そういった分析

は，科学技術システムのフェミニスト的分析と具合よく合致するが.技術の拡大に閲して通

常とられているもっと決定鵠的な立場の外部にある2．

ＩＣＴ産物とサービスの普及がめざましいベースで起こってきたことは疑いがない．この

普及とともに，無批判的に「世界情報社会GloballnfbrmationSociety」の登場を告知した

り，もし政府と市民が，広いディジタルな情報ハイウェイ（inlbrmaIjonhighway）に乗り

さえすれば，普遍的な恩恵を受けることを予測したりする支援材料の増大がある3゜この誇

大な宣伝のあるものは，特定の地域社会への。そして特に背策への変化の影響を研究する

ことによって，また影響の違いについての注意深い話を作り出すことによって，反響の過

程を助ける思想家や推進者としては，後退しつつあるＬ技術の普及についての楽観的分析

とより批判的な分析との間の緊張はICTsに限らない。対抗的な意見の声は，技術の普及の

ベースに立ち遅れ，積極的評価よりも影響が少ないことが多い5．

lMacKcnzican【lWajcmanl985
２Tbmer1980，Zubofn988，およびBondl997

aNegrolDonlel9950I･ＷａＶｓｌ９９６
OMiIIer1995，ＵＮＥＳＣＯ1996,MnnseU＆Ｗｈｅｎ1997,Wlanlinl997，ＵＮＤＰ１９９９
５llammclinkl997
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無批判的な分析の多くは,ICTsの普及を,構造的,制度的脈絡の中で検討していないし，

技術的過程を国際的経済柵造やそれが機能する仕方の変化とも関連付けてこなかった．２０

世紀の最後の１０年'11】に，グローバリゼーションの過程は，国，経済そして人々のilIlの経済

的，政治的，および文化的関係を大きく変化させた．この過程に本来的な変化は，積極的

でないことは疑いない。ＩＣ化は，グローバリゼーションの分析において因果的意味を持つ

以上のものである鱗というのは，国際経済構造における移行とその作用の仕方が．多くの

形で，ICTsへの橘要を生み出し，逆にICTの革新によって影響を受けているからである。

これらのつながりがあるので，ＩＣ化の急速な普及がジェンダー関係とジェンダー平等に与

える影響を研究するときには，構造的変化についての広い考察をふくめることが並要なの

である．

ソ

ICTとBW苑領域でのジェンダー正義：変革に参加すること

ICTもの急速な普及は,ＳＨＤとジェンダー平等にとって危険と艤会の両方を創り出す。と

いうのは，この普及に関係する主たる力は，自動的にＳＨＤ，ジェンダー平等および女性の

エンバワーメン卜に向けて展開するものではないからである｡したがって，ジェンダー正

義に有利な結果をもたらすためには，多くのレベルで行動向けの複雑な介入が必要である。

この玲文は，多而的な前線での介入をふくむ蝶題を主唱するものである。ＩＣＴの生産と

使用をＳＨＤ目的に向けさせる行動と，変革されたＩＣＴ部門がジエンダー平等目的をふく

むことを保証する介入との両方が必要である．究極の目的はⅢＩＣＴ部門の中でジエンダー

平等があることを保肛し，またICTsの普及がジェンダー関係の積極的変化に貢献すること

を保証することである。やがてわかるように，これらの目的を達成するためには，ICT部

門の変革がないまま,そこへ女性を統合することではなく，ＩＣＴ部門の変革が求められる

Jahanは１９９５年に，ジェンダー平等問題を，既存のパラダイムや規則の集まりに統合す

ることを狙ったジェンダー・メインストリーミング努力と，課題自体を変え，新しい目的

と関与の規則を打ち立てることを狙うジェンダー・メインストリーミング努力との有効な

区別をした。ＩＣＴ領域に大規模な変革をもたらすという新しい課題が必要なのは，既存の

課題は，ＳＨＤもジニンダー平等も支持していないからである。さらに，ＩＣＴ部門のジェン

ダー正義の課題は，１Ｍに女性の参加のレベルを商める以上のものでなければならない。こ

の分野で活動しているジェンダー正義の主唱者は，（､,)ICT界の変革に貢献して，その課題

と実践が，ＳＨＤ目的を支援するようにし，そして(b)ジェンダー平等と女性のエンバワーメ

ン卜が，ＩＣＴの側発，生産および普及の過程の中心的目的に含まれることを保証するよう

にすべきである。

これは幾つかの理由で人をたじろかせる課題である。ＩＣＴの環境は,技術的には厳しく，

専門的な技能と知識を必要とする。それは，歴史的には男性が支配してきており，動きの

早い技術と分散的な意思決定構造とむすびついている。ＩＣＴ技術は普及しており，並要性

$‐

、
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を増している主な生産者は，公衆の利害問題によってではなく，利益動機によって動い

ており，この部ﾄﾞﾘの影騨力ある他の推進者は，生産者の行動を規制する正式の公的樋閲で

ある｡そういった制度的環境において効果的な戦略的介入をすることは，長期的な挑戦で

ある．その困雌性は．制度的な活動への－恐らくは戦術的に堅実な－いくつかの撤退が生

じた理由の説明になるかもしれない〔

ＩＣＴ部円内でジェンダー正義を達成するためには，多くの難しい質問に対する回答が必

要であるこの小鎗は，二の部門の急速な成長をもたらしたもの，この急速な成任によっ

て生じた影響．そして世界の異なる部分で影響が異なる理由を蛤じる｡この憎報は，ＩＣＴＢ

がジェンダー関係に与える影響とともに，この部門の成艮が女性にいかに影響したかを正

確に評価する上で決定的に重要であるそれはまた，ＩＣＴ６が女性にますます恩恵を与え，

SII、への大きな寄与となることを保証するためにこれまで取られてきた手段についてのilE

拠を与え，一層のI11i進のための方向を示す｡

この鈴文が，ジェンダーと他のＳＨＤの問題で活動している開発実践家を鼓澱して．地方

的な脈絡の下で，ICT１$の使用と影響を検討し，積極的行動への道を示すことで，有効な道

具であることが征明されることを期待したい

第１節lCTYBの急速な普及と異なる影響

ジェンダー平郛をICTと開発領域に統合することは，スピードを増しつつあるVIiI1[に追

いつくことに似ている．スピードを増した施迦は，人々を，宿と福利がin;められ改轡され

ている目的地に辿れて行くことを約束する。鍵人かの女性はその麺１１[に既に気持ちよく坐

っているが，さらに多くの女性は駅に手を振りながら世き去りにされている。われわれは．

それらの女性の乗客に対しても約束が果たされること，そして彼女たちがそうなれば，よ

り多くの女性が趣H1[に乗れることを保証する必要がある。もし実際に，弛肛がilll迎つた方

向に加速しているなら，われわれは，もっと良い運嘘者，異なる地図あるいは飛び降りる

勇気を必要とする。

この節は，ＩＣＴ部門の制度と構造についての背紫IWinを与えることによって，この部門

の変化に向けての主咄戦略の枠組みづくりのための状況をうちだす｡まずＩＯＩｂについての

作業的定鍵からはじめて，世界的ＩＯＴ部門の主な特徴とＩＣＴの技術革新過程の特徴をまと

める。そして，ＩＣＴ部lHllの成長の規模と成長率についてのデータを示す。また．ＩＣＦＢの将

及のペースが１１t界の[gのＩＭＩで，そして地域内部で異なるという主張を支持する経験的証拠

を提供する。これらの柵造的差異が異なる影馨をもたらすことが鐘じられるぃ

ＷⅡ鰍通伯技術（ICT）とは，惰報を生産し，配布し，処理し，変形するために使われる商

品．アプリケーションおよびサービスの複雑で異質な奥まりからなる、それらは，テレコ

ミュニケーション，テレビジョン，ラジオ放送，コンピュータのハードウエアとソフトウ
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エア，＝ンピュータのサービス，勉子的媒体（例えば，インターネット，電子メイル，砿

子商業やコンピュータゲーム）といった多様な産業の生亜物をふくむ。

ＩＯＰ部門の特徴

ICTもの急速な普及の結果として，この部門は,大きさ，規模,重要性を増加させている。

ICT部門の一部門である，テレコミニーケーション股(Ii･サービス産業についての数字は，

1990年代後半に，その規模で7480億ドルと推定され，2000年までに１兆ドルに成長する

と予測されている。その規模で，テレコミューケーションは，世界で，保健ケアと銀行に

ついで第三番目の産業である。このICT部門は，世界経済の最も成長の速い餌域である知

識部門の一部をなす(，１９８０年から１９９４年までの１Ｍ]に，国際貿易でのハイテク生産物のシ

アは`１２％から２４％に倍増した6．

ＩＣＴ商品とサービスの普及のベースは，多くの記録を作り出してきた。他の技術との比

較によれば，裕福な諸国では，人ロのかなりの部分に，ＩＣＴ商品とサービスがはるかに短

時間で届いている．例えば，国際テレコミュニケーション連盟（ITU:International

TblecommunicationUnion）の開発部の報告によれば，1990～1998年に，固定趣話の年次

の平均複合成長率は６％であったのに対して，携帯肱諸は５２％，インターネット・ホスト

は８１％であった。これらの成長率が利用者数に伝播していくときには，数字は，さらに劇

的な姿を示す。報告されている増加率では，ほんの数千の利用者を支えていた２１３のホス

トコンピュータからなるネットワークが，現在の５６００万のインターネット・ホストと１．９

億人の利用者という推定規模に拡大したのは．わずか８年ＩＭＩのことである。世界のネット

ワークと結びついている国の数も,1990年の20以上から1099年の200以上に墹加した7．

ＩＣＴ商品とサービスの生産における規模の経済は，供給者の集中をもたらした。この結

果，権力を握り，規則を定める非常に少数のプレイヤーがこの部門を支配している。ＵＮＤＰ

から委任された『人lMlllII発報告番1999』は「1995年までに，世界のトップ20の情報通信

会社が，1兆ドルーイギリスのＧＤＰに等しい－以上の迎結収入をあげた」と述べている。

テレコミュニケーション・＝ンピュータ産業での梨中の度合いは，他の高度技術部門と比

較しても異常に商い。１９９８年にトップ１０の会社がコンピュータ産業の総収入の６０％，テ

レーミュニケーションでの総額の途方もない８６％をおさえていた8．

大規模で支配的な多国霜ICT企業は,部品生産と労働力を多くの国で調逮し,デザイン，

研究開発（R&D）と生産の他の戦略的で決定的な使命を災中化しながら，世界的避盤の上

にその生産過程を組織している｡このＩＣＴ部門は，自身の生産物の集中的利用者であり，

この部門の企業はまた，＝ンビュータを媒介した雄潅過穐，惰報を集中した配分・管理シ

ステムと知鐵の管理システムーこのすべてが，洗練された愉報技術商品とサービスの使用

ＳＮｅｗｓｗｅ⑧ｋｌ９９９

７１ＴＵ１９９９
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に基づく－においてもまたリーダーであるＩＣＴ部門での組織櫛造と革新もまた，他の産

業に対してベースを提供している｡この結果，ＩＣＴ企業のアウトゾーシング実践，供給者

管理システム，および先鋭的な組織構成は，多くの裕福な国にわたって，最善の実践のモ

デルとして先導している多くのＩＣＴ企業は，生産過程と活動から見て，グローバリゼー

ションの指導的提案者になっている。

ＩＣＴ部門が，大規模な世界的プレイヤー，そして収入と株式評価額の急速な増加率を有

して，国際的資本家的構造の重要な－部であることは疑いないこの部門の成長は，その

生産とサービスが，数百万の個人と組織によって，その仕事とレジャーで消費され，使用

されているからである。しかし，直ちに示されるように，この成長のベースと影響は，世

界のすべての部分で同じなのではない。

巨大な違い

非常に速やかな普及率にもかかわらず，ＩＣＴ部門で起きている地理的拡大のベースは，

遅く，不均等であるＪＣＴ市場の成長の大部分は，豊かな国のものであるが，ＯＥＣＤ諸国

の中でも成長率の違いがあるインターネット・ホストの分布の数字でみると，１９９９年７

月に，北アメリカとカナダが65.3％で，これにヨーロッパが22.4％でつぎ，オーストラリ

ア，ニュジーランド，日本が６４％で後を追っている.他のすべての国は，インターネット・

ホストでは5.9％に過ぎない．これらの数字は，ほんのひとつのＩＣＴアプリケーションにつ

いてのものであるが，それらはより広い傾向，すなわち世界の裕福な国でのいわゆる世界

情報社会の集中，を表示している

表ｌｌＣＴの利用可能性

出所しＮＤＰ〃u"ｗＭルド也ﾉbp"]e"rﾉ?`汐．〃ﾉ”,{表１.ａｐ､５３を改造

:雷=卍－…－■町
出所mbr1dB紐nk，ｌＩｂＷａｗＷｂｐ"wWFGpo〃ノ』別9ｓし4Ｗｕ表I9Pp266･267を組みかえ
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人間開発のし

ｿﾞ＜ﾉレ

1000人あたり篭

話数

1000人あたり

ＴＶ数

1000人あたりバソ

コン数

1000人あたりインターネ

ソト・ホスト数

位高

502 5９５ 205 3.1.5

中位 5４ 1８２ 7,2 0．２４

低位 ４ ３６ データなし 無視される数

所得しべ

ﾉレ

1000人あた

りラジオ数

1000人あ

たりＴＶ数

1000人あた

り電話主要

線

1000人あた

り挽帯電話

数

1000人あた

りパソコン

1000人あたりイ

ンターネット・ホ

スト数

高所得 1300 ６６４ 552 188 269.4 34.5

中所得 383 ２７２ 136 2４ 32.4 10.15

低所得 1４７ 1６２ 3２ ５ ４．４ 470.12
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ＩＣＴ駕の入手可能性と利川における不均等は，ＩＣＴ増のＳｌＩＤに向けての変7i[の分Uiの出発

点である総橘な図においては，ＩＣＴインフラストラクチュアは広<に及び，ＩＣ'１，アプリ

ケーションは，ビジネス，政府．民１１M市民によって広く使１１１されている。撤播な図の人気

のある］ＣＴ櫓は．泄鑛〔１.メイル，インターネット，瓶子商業，及びケーブルＴＶである‘し

かし．表Iに示されているＩＣＴの利用可能性についての統計は，人11M'111発のレベルに迎い

がある国にわたって．１０１，ｓの利用可能性には驚くべき述いがあることを示している

途上国でもまた，fWlliのlCTYSの入手可能性の比較を＋ろと不均衡がある．淡】が示すよ

うに．１，ｃの利jil;iLI±低いが，いくつかの途１２国では，人々の２０％がいくつかの涯本的''1℃

（例えば,ＴＶ）へのアクセスを持っている‐途上国でのラジオの普及率はＴＶよりは商い．

岐近の経験的傾Ｉｉﾘとデータの要約がボックス】に示されているこれらのデータは．途

｣二国では将及率はより遅いままであることを確認しているそれらはまた，国による１０１，

の利jWlと腰IlIlのパターンの多くの通いを示している、これらのパターンは明確であり，疑

う余地はないしかし’二の通いを説明するものは何か，異なる普及率はＩＣ鴨が生み出す

効果にどんな影響を1Jえるのか？これらの主題は次の二つの節でとりあげられる．

有効なサイクル(Vir1u⑪uscyclcs)と積極的彫響

ICT増の急速な将及を促した要因は幾多かある．それには，技術糀新，OECl〕３１i図での経

済的リストラ，グローパリゼーション，企業レベルでの生産過礎の再編成，市勘の機能の

変化．社会的‘政治的変化がある㈹宙裕な国では，これらの変化のすべてからのフィード

バックはプラスに働いてきた。二れは，ＩＣＴｓの普及が，マクロの環境の変化を生み，反唯

Rb

ボックス1

ＩＣＴ部門の多様性：グローバリゼーションか分極化か？

＞悩報とコミュニケーションのネットワークは，ごく少数の図に染中している．

＞世界のすべての図のうちの２５％が，固定砿話の将及で．１００人あたり１以下の

率である

＞すべてのインターネット利用について，総人口の15％である工業国で，８８％を

占めている

＞アメリカ合衆国は，世界のその他の国の合計以｣二のコンピュータを持ち，１人あ

たり＝ンピニータ数でも他の国を上回る．

＞ＩＨＩ報技術への世界の支出の９９％を５５カ国が占めている

＞迦結した世界材を占めているのは，世界人口の２％にすぎない〃

。

出所：LPNDI〕〃""'"〃ﾉﾙｗ”'"(wｲﾉ7,＃JcwJHl51a輔２添加蝿'二対する新技術と世ＩＩＬ競争
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するという両方での変化のサイクルを創り出す助けとなった。

このようにして，ＯＥＣＤ諸国では，この変化のサイクルは，「有効(virtuouj｣と考えられ

てよい｡ＩＣｔｓの生産，消費，分配は，それら諸国の人Ｍ１開発にプラスの影響をもたらした

速やかな成長を生むことによって，既存の摺造的条件に対応してきた。ＩＣＴ部門が急速に

成長したところでは，物的利益の改善があり，この部門の規模と迩要性の増大が，社会的

ならびに政治的生活の転換に画献してきた。有用で関連ある情報へのアクセスの増加と，

＝ミューケーション機会の拡大とによって，ＩＣ髄はまた，文化的分野および個人的分野で

の人IlIl的福利への機会を拡大した。この有効なサイクルは，速やかに起こっている。これ

はまた，経済的，社会的，政治的生活での基本的リストラクチュアリングのいくつかの初

期的兆候を生み出して，燗報時代，知織時代，そして地球的１W報社会といったラベルへと

導いている。しかし，そういったシンボル的な価値よりもⅢ要なことは，それらの変化が，

大方のところ,ＯＥＣＤ諸政府と市民から歓迎され,採用されてきているという事実である。

世界のこの部分では，蝶題は，急速な普及の便益を活用し，鼠大限にすることであり続け

ている。

ＯＥＣＤ諸国では，政策作成者はICTの生産と利用を具体化し，方向づけすることに積極

的であり，これによって，これら技術の潜在的便益を殿大にしている．ＩＯＴ部門の振興は，

積極的効果（例えば，宙の生産，職の創出，生産性の増大，技術紘新を促進9）を最大限に

することに無点をおいている。政策介入はまた，ＩＣＦＢの利用のマイナスの社会的結果を管

理することと。アクセスと分配に関しての平等の保証へと大きく転換してきた。例えば．

ヨーロッパの政策立案者は，ＩＣＴの発展が，望ましくなく，既存の社会的不平等を強化す

る仕会的結果を生み出すことが，どのようにして可能かを理解し，それらのマイナス効果

を改良するためのガイドラインを作りだすことを探求してきた１０。

（

違いの問題

OECD諸国でICTsの念jQIな普及に面献し，有効なサイクルをhIIり出した六つの促進条件は，

世界の他の部分では，同じ効果を生み出さない．普及率の通いは，効果と結果の迎いにあ

らわれている,、

これらの技術の急IKな拡大から利益をうるためには，各国と/あるいは国内のグループは

有効なサイクルの中に位魁しなければならない。ICTsの普及の影響は，世界的ICT生産ネッ

トワークの主人役をつとめている諸国で非常な恩恵をもたらしてきた。これらの諸国は，

サービス部門の活動あるいはICT築約的な製造業から宮を生み，価値を回りり出した．ICTs商

品とサービスの利用に必要な文化的適応，技能および姿勢，そして仕蛎とレジャーのため

にそれらにアクセスする時1111と収入を持っている集団にとっては，効果はまたプラスのも

ｆ

D0ECD1996

1hllighLev⑪lGrou】ＤＣ｢ExIDcrlI”７
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のであった。プロードバンドのコミュニケーション・ネットワークへのアクセスを通じて

市場を拡大している商品とサービスの生産者も同じように`恩恵を受けてきた。

ICT部門そのものは，有効なサイクルの中に位世しそこからの直接的便益を受け取って

いる．事実，この部門は世界経済の最も成長が高く，恐らく最も影響力が大きい部分であ

る。所有者，管理者．歴用者，下請け契約者，利害関係者として，これに参加した者は皆

便益を獲得してきた“技術菰新と変化は，この分野の中でかつてない率で起きつつあり，

この生産物は活動的な参加者に対する便益を加えた,，

第２節ＩCTBの急速な普及の影響：ジェンダー分析に向けて

この節は，知識に基礎をおく経済の創出は。階級，人稲およびジェンダーの境界にわた

って同じ影響をもたらしはしなかったことを論じる。また，知識社会から便益を受ける技

能，競争力，資源を持っている集団と持たない集団のl川での格差は広がり続けていること

を指摘する｡女性は皆類似ではない。すなわち，両度の熟練を持ち，資源と競争力を授け

られ，そしてその所得と，労働とレジャー経験が知識に基づいた経済によって改善されて

きた者がいる。しかし，この経済に完全かつ効果的に参加することへの障碍に直面してい

るよりはるかに大きな女性の集団がいる。

ＩＣＴ部門での主流と代替的見地の間にはごくわずかの対話しかないので，生産の企画と

活動，およびその活動への規制の脈絡に関してとともに，過程や概念的狙いを定めるとこ

ろへ来ると，「クラウデイング・アウト」効果がある。公共的な利益目的よりも利益に賛成

して，この傾向は，市場の力の外部にいるか，市場の力に周辺化されており，ＩＣＴ泡の強力

な生産者，あるいはICT企業の規制者のいずれとも対賭の機会が少ない女性の禦団に対し

てはマイナスの影響を生み出す。変革されたICT部門は，女性たちの声が聞こえること，

ICIもが女性に恩恵を与え，ＳＨＤに貢献することを保証する際に助けとなる機会を与えら

れることを必要とする。

女性はこの有効なサイクルにどこから入り込むのか？第一に，その答えは，女性の出

身国，そして彼女の階級，人轍，年齢，社会的地位に依存する先に示したように，豊か

な国の人々と，貧困な国のエリートのメンバーだけが，この有効なサイクルに入り込んで

きた二

以下では，ＩＣＴ民の急速な普及によって生み出された影響が如何にして，そして何故「ジ

エンダー化」（例えば，その社会によって，女性と男性に指定された特徴と役割との結びつ

いている）するかを詳細に分析するやがて示されるように，様々な社会での女性に対する

異なった結果は，効果的なサイクルそれ自身のジェンダー化された性格から，そしてＩＣＴ

部門内部のジェンダー関係の結果として生じる

ＳＨＤへのＩＣＴの稿極的貢献に対してなされる要求は，国別の違いを考慮に入れていない
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ことが多い。また，これらの要求は，ICTsの普及はジェンダー中立的であるという眼った

仮定に基礎を低いていることが多い。ＩＣＴ部門での男性と女性の経験は，明らかに同じで

はない。さらに，結果として，仕事と富の創出，技能の改善，福祉と福利の強化をもたら

すことができるICTの速やかな普及を導いた諸条件と彼らの関わり方も同じではない。

ＩＣＴの生産と利用の影響と意味についての体系的な研究のごく少数だけしか，ジェンダ

ーの見地をふくんでいない皿。したがって，それらの現象を理解するための経験的基礎は，

やっと生み出されつつあるところである。しかし，ＩＣＴ領域のジェンダー分析を進め，研

究や分析に対して実りある領域を勧告する際に立脚する概念的基礎は豊富である。

ICTの普及に対する社会UU係的枠組みの適用

ジェンダー分析への社会関係枠組み（SRF:SodllIRelntionFramewDrk）アプローチは，

イギリスのI)１１発研究所（InstitutclbrDeveIopmentStu(lies）の研究者･学者と結びついて

いる。それは，ＩＣＴｓがＳＨＤとジェンダー平等にいかに貢献するかを検討する有用な基地

を提供している12．ＳＲＦは，それを通じて社会制度が梢成され，再生産される一連の要因

に焦点をあて,特定の制度的脈絡の中でのジェンダー分析を遂行している。ジェンダーは，

本来的に13両性M1の不平等の関係であり，権力の不平等から生じる社会関係のひとつの側面

とみられている。

自らをジェンダー関係を理解し，変革するためのプロジェクトの一部として位瞳づけて

いるこのＳＲＦは，ジェンダー分析への他の批判的なフェミニストのアプローチと多くの類

似点を持っている。MilleIPnndRazavil998が指摘しているように，このアプローチでは，

ジェンダーは常に，階級，エシニシテイ，年齢，宗教,カストその他をふくむより広い社

会関係の枠組みの一部として理解されている．さらに，ＳＲＦは，社会関係のそれらの要素

が相互に立なることがありえ，したがって，分析上の亜要性の異なるレベルを想定できる

ことを認めて，それらの要素間の相互関係を許容している。それは，ジェンダーで区分さ

れた役割分担と責任，資源へのアクセスと支配におけるジェンダー区分とを問題視する点

で，ジェンダー分析での他のアプローチの先へ行っている．これらの違いは，男性と女性

の問での，女性が従属的な位陞にいるという権力の不均衡から生じたと見られている。こ

のようにＳＲＦはジェンダー的分割を変える過程を，矛盾，取引，交渉およびレジスタンス

をふくむ過程としてみている。それらが今その上に立っているジェンダー関係を変化させ

ることに関心をおいて，経済成長に焦点をおき，エクイティや人間的福利よりも効率性を

優先するU１１発への主流のアプローチに対してＳＲＦは批判的である．それは，開発の介入が

皿いくつかのアジアの国における雇用の変化への技術変化の影響の実証的研究を進め，ジェン

ダー分析を導入したプロジェクトからの研究成果としてUmiIedNationsUniv⑥rsitv
-INTECH1999を参照.

l2WMteheadl797，Pearsonetall981，KIubserl9M組

ｌ３ＳｅｎｌｍｄＧｒｏｗｎｌ９８７，Elsonl993
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恵み深く,唖1M)的に中立的な推進者によって実施されるという主張と論争するＬＬ椛力艦と

その影響は，家族，地域社会，市場，そして国家の'１１での組織的および制度的レベルで分

析されている

それらが基礎においている前提によって，ＳＲＦアプローチは，ＩＣＴ部門とその生獲物と

サービスの急速な波及がどのように，ＳＨＤやジェンダー平等に奉仕するかを判断するとい

う課題に実際的にうまく適合している．この概念的jii｣↓と，このアプローチの洞察は，ＩＣ'１，

部門とICTR5の急速な艀及の両方においてジェンダーllU係がどのように女性に不利を与えて

いるかを，これらの110係を変革するために必要なこととともに示すために以下で用いられ

る

lCmsの急速な１Ｍ卜及のジェンダー関係への影響

ＩＣＴｓの急速な呰及は，組織を通じて，そしてジェンダー関係が社会的に埋め込まれてい

る制度的背鉄の中で起こった。ＩＣＴ部門の中での,そして社会との関わり方で生得的ｵとい

くつかの過径が，女性と男性との間での権力の不均衡な配分の継続と，資源への不均衡な

アクセスとをもたらしてきているごこれらの過程はＪＣＴ企業の規則，日常業務と慣例,］Ｃｌ、

商品とサービス市場,個人と集団によるＩＣＴ商[品とサービスの消費，そしてICTsの普及が

起二っているマクロ経済的な環境の中に見出すことができる.．

ＩＣＴ企業内の男性と女性のlIIIでの権力の配分

ICTtiのような技術梨約的産業においては，椛力と地位は，新知識の創造あるいは新商,W】

やサービスの生歴に対宅１－る知識の応用に関する能ﾉjと強く朴lIlUしているＪＣＴ企業におい

ては，ある技術的，叫門的部類の雁用者は，会社の航新的行為にとって中心的とみられて

いる”変化が激しい潅業においては，企業の革新的行為が，その競走上の地位を決定する

ので，革新の前線にいる人々は報われるし，権力と地位を与えられ，自尊心が商まるとい

った他の実体的ではない便益を楽しんでいる．ＩＣＴ企業においては，革新の中心部は，技

術者，コンピュータ科学者，数学者や他の技術的学科での専門家が多く，男性が支配して

いる。

女性の科学・技術（S＆T）訓練へのアクセスと経験を制限しているジェンダー・バイア

スの結果，ＩＣＴ企業の中の商い地位での女性は少ない`,それらのＳ＆Ｔの専門家をつくるIlill

度的背景，カリキュラムやIHI行の内部に存在するバイアス，そしていかにしてそれらのジ

ェンダー化した過樫が女性を不利にし，女性と男性の椛力の配分の不均衡に貢献している

か，についてばかｵ造りの証拠がある'5＄技術的教育諜穰からの女性と男性の卒業者は．揃力

の不均衡というこの過産を職場に持ち込み，そ二で彼らは役割分担をし，これを永続させ

川Goetzl997

15Rallugebcr1995，およびgstaglcway：ｗｏｒｋ＆〔1flrGclPs
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る形で振舞う僻就職のためのプールにあるバイアスの結果，ＩＣＴ企業には女性が少なく，

低い地位に追いやられるのに対して，男性は権力と地位の商い位置に不均衡に多いことに

なる．

技術集約的な産業それ自体の外部でのそれら要因に加えて，特に女性にはうまく対応し

ない環境を創り出す過程がICT企業内部で動いていることもありうる。世界のICT産業内

では普通となっている「フレキシブル」な雇用慣行は，仕噸の不安定性を増し。所得獲得

能力を減らしながら，男性よりは女性に対してよりマイナスの影響を与える傾向がある．

ペイ・エクイテイは，フレキシブルな雇用政策を持っている企業では，賃金や支払い水地

に対してより定式化され規制されたアプローチを持っている企業よりも，行われる可能性

は小さい。団体交渉が無いことと個人契約とがまたこれらの企業で一般的である。労働市

場のフレキシブル化とともに，多くの女性が,特に経済危機や後退のときに，削減される。

ＩＣＴ企業内で見出される価値（例えば，組織文化）もまた，女性を不利にする。これら

の企業の梨団的スタイルは,通常,「男性的｣と考えられる姿勢や行為から櫛成されている。

攻撃的で，危険を犯し，ひとつの目的にひたむきで，速やかな決定をし，「根尻」に注意を

払っている人々が商い価値と地位を与えられる。ＩＣＴ企業で商い地位と樒力を得ているグ

ループは，それらの特徴を示す男性と女性からなっており，その他の服用者は周辺化され

ている。この風土の中では，女性は特に危険にさらされる．すなわち，男性にとって成功

につながる行動を示す者は，異常性格者あるいは女性的でないとレッテルをはられ，しか

も，男性の対応する者と同じ恩恵を受けるのに失敗するのである｡

ボックス２

積極的変化のサイン？

Mitterl999とGothoskar1999のインドのソフトウエアサービス部

門からの最近の証拠によれば,女性を重んじることのなかった伝統的

姿勢は，経済のこの部門においては，支配的ではないかも知れない。

そういった姿勢がいたるところで変化しているのかどうかを判断し，

もしそうなら原因を砿蝿することが有用となろう。

Ｓ＆Ｔ分野での女性の残囲率が低いという証拠．そしてＳ＆Ｔの耐用主は，女性に対して

ふさわしい職場を提供していないし，女性はくイ・エクイテイを受けておらず，仕事の上

で多くの態度の問題に直面し，またセクシュアルハラスメントＭを経験することもありうる

ことを示す研究がある中では，２１世紀のICT企業での労働条件と組織風土を検討するより

多くの研究が必要である．

jIBIl組rlmlml986
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王

､

ジェンダーバイアスの「運び手」としてのICT市場

ジェンダー分析へのＳＲＦの中で，そして批判的なフェミニスト経済学者の薯作の中で，

市場は，購入，販売，価格づけの空間であるだけでなく，ジェンダー序列が作用している

社会的構成物とみなされている。ICT市場を支配している規則，ICT産業の規制構造と政簸

目的，そしてこの市場の中でのＩＣＴ企業の行動（例えば，協力，競争，共謀）は，すべて

ジェンダー視角から理解される。ICT市場にとっての意味は何か？

］

ボックス３

女性のICTs利用

ICT商品とサービスの利用に関する一連の数字は「女性の利用者は合衆国で

38％，ブラジルで２５％，日本と南アフリカで１７％，ロシアで１６％，中国では

７％に過ぎず，アラブ諸国では単に４％である」と述ぺている。利用のこうい

った違いのパターンは早くからはじまっている。合衆国では，少年は家のコン

ピュータを５倍以上使用し，親はICTｓ製品に対して娘の２倍を，息子のため

に支出している。

ICT商品とサービスの交易と消費の大半は競争市場で起こっているが，この市場では，大

規模な民間所有の同際企業が最も重要であり影響力を持っている。しかしながら，ICTｓと

の交互関係の職も基本的なレベルにおいてさえ，消澱者としての女性は，ＩＣＴｓの利用が，

世界人ロでのその割合より低いので過小なのである．

ICT利用者の中での支払い能力を持つ女性のこの過小性について，説得力ある説明はごく

少ない。途上園での女性利用者が少数であることは，貧困国の女性の大半がICTsと彼女た

ちを支援するインフラストラクチュアにアクセスする費用を支弁できず，その利用に必要

な技能を欠いていることが多いという理由で理解できる．

ＩＣ『市場が一屑自由化されるとともに，利益を極大化する意図を持って，価格や基地を打

ち出し，雇用慣行を決定し，研究・開発（Ｒ＆Ｄ）とともに，技術の選択を支配している

企業によって,彼らはますます支配されるようになる。この市場構造は，ジェンダー平等と

人間開発にとって多くの意味合いを持ち，それらが窟裕な国と貧困国の女性に遮った形で

影響を与える。

窟裕な国の支払い能力のある女性は，民間企業が彼らを特別な市場の部分への顧客とし

て探り当てることを見出すかもしれない．これについては，窟裕な国では，ICTサービスの

女性による利用の鍛速の成長は，電子ショッピングであるというようにいくつかの証拠が

すでにある。

貧困な国の女性にとっては，市場の力は，「選択」の拡大以外の影響を生み出す．利益を

最大にするための市場の決定要因に応じた生産物の価格づけは，商品やサービスは，必ず
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しもそれが必要だときではなく，販売できるときに生藤されるということを怠味する市

場はまた，どんな稲額の商品やサービスを生産するかを決めるためにはIﾘlらかにされた選

好に依存している二の結果，所得の不足ｂ技能の欠如，物理的距雌，あるいは現在入手

可能ｵ皮ものを知らないことによって，その選好を知ってもらう二とができない猫在的消潤

将は，雌も持ちたい商品とサービスの提供を受けることができない可能性があるそれ自

身で動くili場の力は，社会的便益を鹸大にはできないし潜在的illI狩祈のニーズに(l:える

ことができず，ｉ１７場I±ICTsのＳＩＩＤへの影響を鹸大にはしないのである｡

ボックス４

地力の女性にTiKiWi･リーピスを提供することに失敗しているiii場

ili期の失敗がどのようなジェンダー化された影響を持ちうるかり)良い例は，

肌争の'１】にあるアフリカのテレーミュニケーション市場が地方の社会にサー

ビスをM4Il睦rることに失敗していることに見ることができる、この状況は，

アフリカの地方人口の７０％以上を占めている女性が近代的なテレコミュニ

ケーション・サービスの提供を十分受けていない二とを感味寸一る1Ｋ

民ＩＩＩｌ市糊では，氏1111部門の企業が公共政策の娩範に影響を与える。これは，政策の立案

と爽施の過程が．民111】部ﾄﾞﾜの企業と協力して，あるいは協議しながら遂行されているので，

各国と同際レベルの両方で生じつつある、しかし．民１Ｍ1部ｌｌＩｊの企業はやさしい推進瀞なの

か？上に示したように，ICT企業はジニンダー化され，その行動と価航は，』B性と女性と

の1111の椛力の不均衡を縮小することにはわずかしか関係しない，かくして，ＩＣＴ市場では．

717糊と民11Ⅱ部iIIlの企業に公共的利益を決めさせる方向への傾向は，女性を不利にし，ジェ

ンダー不平癖を，特に途｣二国の貧困な女性に対して継続する可能性がある

途｣二回でI土，女性は所得の不足と時間の不足と訓練の不足をふくめて，ICT利)１１のレベル

を制約する多くの隙壁に戒面するこのことは，それら諸国でのほとんどの女性は＝ミュ

ーケーション・ネットワークの拡大や広範な傭報へのアクセスといったそれら技術の潜在

的便益を受けていないことを意味する．したがって，陳盤をなくし．１１１１報と，１W慨が配布

さｵLろメディアへの女性のアクセスを増加させる戦略が、ＩＨＩ々のIIJの条件にあわせて工夫

されるべきである

ICT市賜に向けての政策と規制は,国際機関,開発機関,民Ⅲ1部ＩＭＩ企業,各国の政府機術，

姿、会，作業委瓜会，専門家機関および産業団体内で行われている公式および非公式の過

磁の捉合から引き出される，政策目的の規制的要諭は，国際条約から企業1111のI:l主的な合

.画にいたる多様JIIE形で表明されている．ジェンダー分析へのSRI：アプローチは．政策立案

1７MI1rccll(、ｌ９９９ｂ
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と計画作成が行われるあらゆる組織内の公式の手統きと非公式の過程はジエンダー化して

いることを砿(芯をもって論識するご・それはまた，組繊内で働いている技術的Ｗｌｌｌ家は．価

値，地位，ＩＥ統性と優先座を伝統的に男性が保持してきたものに州するジェンダー化され

た枠組みの中で，作業していることを，示している．

ボックス5

KaliPol&0-女性にjlllいている民IHI】会社

MTX（URfnn〔15】）会社は．tiII造的な市場戦略，適切な11U税および優れた配布を

j、じて，ウガンダでかつてない率で，携帯コミュニケーションの市場を拡大さ

せる二とを可能にしてきている．入手可能性とアクセスの而搦化が，コミュニ

ケーション・サービスを，ウガンダの固定回線のサービスを受けていない都市

【ﾄﾞ心部の無間の)iM<範011においた．この利益は，あなたがたに「どこででも私

をつかまえなさい」といっている女性にも及んでいる｡

この洞察はＩＣＴ市場とこれに関連する計画作成と政策過程にもあてはめることができ，

ICT部l9ilに対する各|劃と倒際的な政策作成において，ジェンダー視角が周辺化され過小評価

される理Ijlを脱Iﾘlﾏ１－るｌＢ｡ＩＣＴ部門の生産と規制の側面の両方の変革が必要であるハ国際ｌｌＨ

苑研究センター（Ⅱ〕I(Ｃ：Inl⑭】rIMhtionalDevelopmcnlResenrchCcn(ｃｒ）が巡めているACACIA

イニシJ1･チプは，IC｢部IIIlの5画恩決定過程で周辺化されている地域社会の代表の参加をiniめ

ようとするプログラムの良い例である．

ＩＣＴｓと側発のデータを収典しているＩＴＵのような組織は、質的指標ではなく数fit的桁標

に大きく依拠しており，ジェンダーで区分したデータを災めていない．数fit的方法を使っ

ているデータ系列や調徒は，ＩＣＴｓへの女性のアクセスに対する民ＩＨＩ市場の影響をもっと正

確に示す必要がある

ＩＣＴとジェンダー平等への既存の陳研の相互作111

異なるタイプの経済活動でのICTsの利用は，生産組織の再編成_これは，役人の必要の

構成に劇的左愛化を与えた－を導いた～よIﾘ大きなIHI辿する利lf１，そして熟練した人的資

源と知識の投入一の1k要性の珊加一に向かっての動きがある。これらの変化は．社会が新

しい技能と知識を持った人凰を作り出すことを必瓠とし，技術取得の早いベースに対応・

対抗し，再編された生産過樫において新しい技能と知識を効果的に適用する。

その影響は．Ｉｌｌｌ接的であり，女性の教育，訓練，識字技能へのアクセスを皿じて作H]す

１８００〔l(18h丁(1.KHnr【11瓢Ｍｍ【IM81uPccuel999，MHhrceⅡc2000

-２１－



生産過程のICTによって促進された変化は.自動的には女性の機会を増大はさせない｡る1,.

この影響は，必要な技能と知鐵を持つか，それを獲得するために必要な資源へのアクセス

を持つ女性にとっては好ましいものである。必要な能力も新しいニーズに対応する姻備の

機会も持たない排除され，周辺化された市民の集団に風する女性には利益をもたらさない。

それらの女性は皿常，彼女たちが新しい知識と技能を獲得することを妨げている梢造的，

法的障害につきあたり，周辺化された集団の中にとどまったままである可能性がある、

それらの障害とは何か？なによりもまず，ｌＵＩ１練・教育システムが，平等な機会をつく

るように組織されていない。第二に，女性が既に持っている技能や経験の過小評価に対応

するバイアスが，職場での変化によって作り出される新しい仕事に移ることを助けるIMI1棟

の機会を与えられることを妨げている。科学・技術分野での訓練への女性のアクセスが

ボックス6

」

l9KIwclse2000とRlBIbgeberl995

2uCommonwelulIlｎｏｆＬ[bamingl998

－２２－

ICT訓練での女性の障壁

教育と訓練でのジェンダー差別に関するデータは,ICT部Pqと結びついた分野での女

性の同等機会への明るい展望を提供しはしない．すべての途上国地域において，女性

成人の戯字串，中等教育への就学，科学のクラスでの就学は，男性のそれよりも少雄

い、例えば，ＵＮＤＰのHumanDcve1opmentRcportl999，表25.229-232で報告されて

いるUNESCOのデータは、以下を示している．

教育におけるジニンダー格差

地域女性成人繊字率女性のみ中等教育就学率

男性に対する％対男性％

l”７１９９７

サハラ以南アフリカ４９．６７５３５．８７６

J[アジア75..1８３６６`Ｉ８８

1h束アジア・太平洋８Ｉ..】９１５６９９５

1Wアジア３８．６６０’1６0７０

ラテンアメリカ・カリプ海潴国８６．２９８６５ ８１０１

学習のコモンウエルスが行った地域研究は．教育と刎純へのアクセスで直面した阻害は，女性I土ICT

に関連した熟練と分野での訓練へのアクセスを持つ二とに反対する作川を1Ｗっている。既存のWV造

的･蜜勢的陣害が，ハイレベルの熟練，雛鏡的学習および技能の現代化が必要とされる忽速な動きの

技術的分野から，女性を一層周辺化する恐れがある割



「

Ｉ

増加しなければ，女性のむしろ大部分が，やがて到来するICTで促進される変化によって

不利をうける可能性がある。

マクロ経済的次元：グローバリゼーション

この瞼文の第一節での結鎗は，市場の機能の上でのICTsの影響は，開発のレベルの遮う

諸国に同じようには便益を与えないということであった。同じように，グローパリゼーシ

ョン，ICTが普及してきたマクロ経済的脈絡は，必ずしもジェンダー平等に有利なのではな

く，女性の微々な築団への異なる影響に対して責任があるということが今や示されるだろ

う。

ＩＣＴの急速な普及は，グローパリゼーションに貢献し，またそこから利益を受けている。

これは，企業が彼らの手が届く市場の規模を効果的に拡大すること，市場のより大きな透

明性，伝統的な無償労働の商業化の増加，伝播する情報壁の拡大，市場取引の急速なペー

スへの移行，そして燗報源の多様化，へと導いた。すべてこれは，効率性においての前進

を作り出したが，その結果は，疑いなくプラスであるとはいえない．

知識部門での成長の促進や知識経済の拡張を通じての高いＧＤＰ成長率の達成における窟

裕な国の成功は，国を越えてそして国内での同等ではない経過の記録から注愈をそらして

きた。ＩＣＴｓの急速な普及は，幾つかの否定的な結果一すなわち，所得の不均衡の拡大，仕

珈の不安定性，技能の不足と知識創出の民間化一を生み出してきたグローバリゼーション

の過程によって達成され，促進されてきた。女性は，男性以上に，グローバリゼーション

によるそれら不幸な影響をこうむってきた．したがって，ＩＣＴｓの急速な普及をジェンダー

平等に積極的影響を与えるとみなす，どのような解釈も検定を受ける必要がある２１．

グローバリゼーションの枠組みの下では，開発の目的は，民間市場の地理的拡大一経済

的成長と生産性の機会の拡大を生み出すと考えられている－を前提している。人IlHの福利

の改善は，開発の目標ではなく副産物とみなされている。しかし，グローバリゼーション

は，物的福利での改善をもたらしたときでさえ，この副産物をうみだすのに失敗したこと

が多い｡開発の主要目標としての福利から優先事項を移動させることは女性にとって不利

である．というのは，女性たちは民間市場の拡大に参加する可能性は小さいからである。

焦点を経済成長に変えることはまた，ジェンダー平等と社会正義を促進することへの寄与

のない|Ｍ１苑へのアプローチを固定化する。グローバリゼーションの脈絡の中でのICTsの急

速な普及は，正にこの結果をもたらした。

ＵＮＤＰの委蛇を受けたZAJuMmfI〃陸晦ﾉQpn7eUjrjHepoJT19ggは。社会でのケアの提供に（われ

われの目的にとっては，ＩＣＴを媒介にした過程とみられる）グローバリゼーションの影響に

関する優れた要約を提供している。この分析が示すように，商業過程を，世界市場と市場

ベースの取引に向けて再編成することは，子ども，病人，商齢者のケアサービスや再生産

:》

。

２１－層の論鍍のためには，BHmeljeel999とMittEnerl999

－２３－



および地域社会管理サービスをふくめて，ケアに関述するサービスが生潅される仕方を，

根本的に変化させうる＿これは，人間的福利に有害な影響を与える。

大部分の女性にとって，グローバリゼーションはより多くの労働を意味する。というの

は，女性はフォーマルな労働市場やグローバルな市場に一隅繭極的に参加しはじめている

が，家庭内と個人的な状況での無償労働の負担は減っていないからである。ｚｔ""〃

此1℃ﾉ叩繩"｢/f壇poJ･「ノg”は女性はその労働の３分の２の労働時１１１１を所１１}を受け取らないサ

ービスの提供に費やしていると推定している．この無償労働は，市場ベースのものではな

い｡そして効率性の上昇と市場のグローバル化は，女性の市場に鵬づかない活動と商業活

IIdlとの格鑑をま寸一まず拡大寸一る結果となるへまた，１１A1人･サービスの提(化が，逝子的市場に

向けてますます移動しているので，それらサービスの促供新としての女･性の地位がどのよ

うな影響を受けるかを判定することが必要になるだろう．

ボックス7

乱商下の激しい金融市場は女性にどのように影響するか？

世界金俄市場の「改善」が，その乱商下の墹加リスクを伴って，どのようにして

女性の利益にはならないのかの一例は，韓国のものである］990年代末のアジア

金１５ｌｂ危機のとき，】997年４月から1998年４月のiMlに，女性のj7iUilは，7.1％減少し

だこれに対して男性の減少は３．】%であった同じ時101に，韓国の女性の家庭内

鍵力を受けた人数は増加した．

出所UNDPJAjWUHm，ＧＩ垣ノロロ"Ｐ"ｒ〃七porfノ”ＱＢｏｘ１．５，ｐ､`10

クローバリゼーションはまた，国際資本市場における乱商下の珊大につながってきた．

二の市場は，ますます透明になり，取引を速やかに処理する能力を獲イリしたからである．

これはまた，大部分の女性には便益をもたらさないかも知れない（ボックス７参照)。

グローバリゼーションは家族や地域社会の機能を傷つけるストレスや制約を作り出す。

これは，貧困壯国の女性にマイナスの影響を与え，またすべての社会での女性が人川的福

利にri献する仕方を変化させる。グローバリゼーションは，ICTの急速な将及に貢献してき

たので，ジェンダー分析は，積極的な影響とともに潜在的にはマイナスの彫響も考Hfに入

れるべきである

もちろん，すべての女性が同じ位置にいるわけでない‐商品とサービスの商業的な生産

者で配給業者である女性は，ある条件の下でⅢ商業の尅子的な介入によってもたらされる

腕争の薙礎の変化からの便益をうることができる.女性の生産者は，もし1W報へアクセス

し､ＩＣＴｓを生産と分配の過程に効果的に統合する技能を持つなら．生き延びて，効果的に

醜争できるかもしれない．それらの技能と能力を獲11)することは．ＩＣＴ典約的な生産過程に

－２４－
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殖用された労働者にとってと同じように，それらの女性生産者によっても迩要である。

グローパリゼーションは勝者と敗者を生み出す。女性の本業が勝者の中にあるときには，

グローバリゼーションのジェンダー平等への影響はプラスでありえよう。反対に，女性の

事業が敗者の中にあるなら，ジェンダー正義に対する影響はマイナスでありうる。女性は，

ICTsとグローバリゼーションがつくりだす変化が，世界市場への女性の経済参加に対する

既存の障壁の支えや強化にならないとき，そして，国際的契約の規則において一層の平等

に貢献するときに，便益を受ける可能性が最も高い．

個人，世帯，地域社会レベルでの影響

ＩＣＴの急速な鶴及が，世帯と地域社会レベルでの社会関係に与える影響には，泣接的

なものとⅡⅡ接的なものとの両方がある。ＩＣＴ商品・サービスの荊餐と結びついた文化的

価値が存在するので，この消費はジェンダー・ステレオタイプに影響を与え，したがっ

てジェンダー関係を変化させる可能性を持つ。それらは，主体の形成過程と密接に結び

ついているので，傭報とコミュニケーションは，知覚，地位，役割分担を変化させなが

ら，ジェンダー側係に臓接的影響を与えることができる。コンピュータを介したゴミユ

ーケーションの利用が，ジェンダー関係に積極的な影響と否定的な影響のどちらを与え

るかは，ジェンダー役１Ｍ分担へのその影響を判断することで確かめられよう。

主体の形成に影騨をもたらすのは，ＩＣｍｓを通じてコミュニケートされるもの（すな

わち，「メッセージ｣）の内容あるいは実体であることが多い。例えば，ＩＣＴｓは，それ

が伝えるメッセージが女性の砿信と自尊心を高めることができるといわれて,女性の政

治組織にとって魅力的な道具として称賛される。市民社会や他のﾎﾟu織は，ＩＣＴネットワ

ークを通じてもっと「女性の」内容を提供する二が，女性の地位を高める助けとなるこ

とができると鑓じてきた。しかし，それらのメディアを通じて配布される進歩的なメッ

セージの、を咽やすことを狙った無数のプロジェクトがあるが,新しいメディアにおい

ての女性の内容の，ジェンダー・ステレオタイプ化とジェンダー役割分担への影騨に関

して行われた体系的研究は少ない。

女性消費者は，ＩＣＴｓの使用をふやすことによって，ジェンダー関係に影響を与える

かもしれないし，与えないかも知れない。消費の影響を理解するためには，それら技術

の利用が，女性梢擬者の特定の問題への影響，そしてそれらの利用が，オンラインのポ

ルノグラフィーやハラスメントといった有害な影響をうみだす程度について，もっと多

くの情報が必製である。

市民社会組織やｌｌＩ１苑機関によって与えられる多くの脱明が示すところでは，ＩＣＦＢの

利用は，女性組織に効率性を獲得させ，また女性がその構成員とコミュニケートし，そ

の目的やアイディアを広げることを助けて．ジェンダーIMI係への便益を作り出す（女性

のエンパワーメン卜へのＩＣＴｓの利用に関しては第３節を参照)。

より多くの女性が、趣子ショッピングや他の形のiii業主鍵のために，ＩＣＴｓを利用す

、

P､
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るようになるとともに，１１t界摘報社会への女性参加者の増加は，特定の一連の価値や慣

行に組み込まれるだろう。これは,ICT部門を変革する目標にとって意味を持つだろう。

狙いが，女性を変鼓なしの部門へ統合するだけなら，物質主義とエリート主義の価iiiを

説き聞かせるＩＣＴ部門の繁栄は，関心の対鎮にならない。というのは，これらの価値

は，ＳＨＤを導く価航ではなく，それらを変絃することが課題として残されるからであ

る。

ジェンダー関係の政治的調整

ＩＣＴ部門のジェンダー1M]係は，ジェンダー平等を促進する社会的関係の形態によって１，

き換えられる必要がある．これは，権力を持つ築団や個人と持たない築団や個人の間の政

治的折衝を必要とする｡次の節では，横力の再配分過程がどれだけ遠くに行ってしまって

いるかを評価し，どのような過程が，その前進を加速する助けになるかを考察するﾋﾞＩＣＴ

部門での社会関係の変革の失敗は，それらの技術の急速な普及に関しては現状,すなわち，

多くの女性が便益を受けず，ジェンダー平等な人間開発が生じない状態の継続を意味する

意思決定への女性の限られた参加

］ＣＴの世界の意思決定は，この部門が作り出すもの，その生産の組織の仕方や社会との机

互関係に影響を与える股も煎要な意思決定搬柵は，民IllllCT会社の役員会と上級管理者，

国際テレコミュニケーション連盟（ITU：InternationalTelecommunicationUnion肌世界

貿易機構，世界知的財産機栂といった政策および規制機関の上級管理者および助言者，専

門的基準設定機関，インターネット協会（InternetSocieIy）といった産業および専門家

機関・各国の政策および規制樋閲，ICT部門に対する責任を持つ実務省庁，そして国際開発

諸機関である既に示されたように，生産と組織の既存のシステムは．女性にマイナスの

影懸を与え，ジェンダー関係の伝統的なシステムを永続させる「女性がこの部門のトップ・

レベルのすべてにおいて，過小にしか存在しないという事実は，椛力の再配分に向けの十

分な前兆にはならないジェンダー平等の主唱者は，意思決定機柵へのアクセスをわずか

しか持っていない《・

他の部門での経験的資料が示すところでは．意思決定の上級の地位での女性の数が増え

ており，これによって，組織はジェンダー平等問凹に注意を払っている｡このようにして，

ICT部門で女性が少ないことは，男性よりもより多くの女性が，ジェンダー平等目標を促進

十ることに関心を持っているので，やっかいである

しかしながら．ＩＣＴ部門で上級の意思決定をし,政治的に影審力のある地位を持つ女性は．

ジェンダー・メインストリーミングに向けての効果的な入り口であるというのは，ＩＣＴ部

門の上級レベルでの女性の存在は底が知れないほど少ないので，女性が参入を得る戦略を

追求することが，賞賛に価する中間的な目標だからであるそれでも，ＩＣＴ部門の意思決定

過程に有効に参加する女性の数を増やすことは，せいぜい，この機構の課題にジェンダー
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平等を置くことに向けての，代理的な手段に過ぎない．この部門の目標と慣行を変革する

ためには，そのこと自体では十分ではないヘジェンダー平等を統合する上での成功のため

にはまた，資金的・人的資源の関与，トップのリーダーシップによる支援，そして女性の

間にあってすら，すべての機能レベルでの慣行や姿勢の変化が必要である。女性であると

いうことだけでは十分ではない。意思決定機構にいる女性はまた説明力を持ち，変革と変

化の担い手として活動することが必要である．

ボックス８

テレコミュニケーションの意思決定機構での女性

データが示すところでは，ＩＴＵのテレコミュニケーション標準化作業にお

いて，1997～2000年の期間にわたって，女性は,代表の８％，報告者の７％，

司会者の４％に過ぎなかった．ＩＴＵのラジオコミュニケーション作業の領域

では，同じ時期に，意思決定に関与する地位への指名数１３２のうち，３人だ

けが女性であった（詳細は付録２参照)．ＩＣＴは，その作業を，会議，研究

グループ，助言機関を通じて組織するので，これらの数字は深刻なアンバラ

ンスを示している

この遅い出発にもかかわらず，ＩＴＵは1999年にＩＴＵ協鍍会（Council）の

議長_その事務局の選挙された職員の外部にある般商の意思決定機関であ

る一に女性を指名するという歴史的なことをやった．

現在の状況を改善するためには，ＩＣＴの意思決定過程への女性の参加についてのデータを

定期的に集め，時Ｍ１的な傾向をたどってしっかりと監視し，上級の地位への女性の登用に

関してロビー活動をすることが必要であろう。また，それらの地位にある女性が，人間開

発とジェンダー平等に関心を持つ広い成員に対して説明力があるよう保証することも不可

欠である．

クラウディング・アウト効果

ICTに関する政策，錐ilgや規制を打ち出すICT企業や公式機関は，技術的そして専門的機

関であって，社会的者lii:や政治的過程について考慮することは少ないとみなされている

しかし，これらの組繊は，男性的特徴と行為に価値を与える男性支配の環境の中に存在す

る限り，現実に政治に浸透されている「

この部門の意思決定は，開発についての技術決定輪的な見方を持っている．彼らは，ＩＣＴｓ

の生産物とサービスの急速な普及が，自動的に温和で普遍的な便益をもたらす結果へとつ

ながるとみ．その作戦活動に，目的，意味そして結果についての評価，アセスメントと反

省の過程を持ち込むのに失敗している:かれらの政策と実践は，単一の利害グループによ
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って規定され，そのグループの盲点や短所を補う他の見地に関する機会は少ない。

ボックス９

テレコミュニケーションの規制と政策におけるジェンダー平等

加盟国は，ITU以上のことをしてこなかった。付録１では，1999年のITU規制

稠査に応答した諸国の規制機関への女性の参加についてのデータは,多様な

バックグランドからの人をふくめるべき機関の上級意思決定レベルでは,女

性の存在が少ないことを示している。また，これらのデータが示すところで

は，テレコミュニケーションの規制と政策を「ジェンダー中立的である」と

み左し，そのようなものとして，特別な介入を求めない傾向がある。

南アフリカはこの通例の例外である｡その1996年テレーミュニケーション

法は,政府が，この産業のすべての側面での女性の参加を激励する措艇をと

る規定を含んでいる。他の諸国は，アファーマテイブ・アクション規定を立

法化していないが,テレーミューケーションでのジェンダー平等を促進する

優れた軌跡の記録を持っている（例。IndustryCanada，CIDAおよびIDRCを

、じてのカナダ)。

ICT部門の代替的見地のこの「クラウデイング・アウト」は，偶然のものではない。技術

の歴史は，強力で影響力ある利害集団が，自らの利益のために変化を導いた事例に満ち溢

れている。女性の利害とSHD目標は，ICT領域の主流の思考の外部におかれている。意思決

定機構での女性の代表の少なさと，公開性と民主的参加の欠如は，代替的見地の力と影響

を減じる効果を持つ．このようにして，それらの対抗的意見を提出しようとするグループ

は，権力を持たず，その正当性が疑問視されるため，注目を受けるのに失敗している。ＩＣＴ

界の人Ｉｌｌｌ的福利に向けての再編成を求める瀞かで持続的な声があるが，それらの介入は，

「一層の工夫と加速」の利害者集団の大声の叫びへIこ対抗するものである。

技術雄新，生産，政策形成と運営が社会的に構成される過程であるなら，利用者と生産

者の,mの対話の性格（あるいは欠如）は，それらの過程がどう機能しているかと，社会へ

の影響とを判断する際に意味を持つ。事実，「ICTsを人間的福利の．り゛－ビスに使うように

する」ことの意味について何らの合意すらない。梢識者が手持ちのマルチメディア用具か

らピザを注文することを可能にするシステムが，主要なICT会社のR&D予算を占めるときに，

そしてこの問題が，情報産業の「最善で最も卸かしい」ことに値すると考えられていると

きに,代案の声がわずかしか影響力を持たないことは明らかである２２。

空meIecom991ntcuFactiveFbrumにおけるWilliamG,Galesの発表を参照。
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クラウデインク・アウトはまた，「現代的」な工夫が土粁の技術や地方の知識システムを，

土務の知識の生潅打にｲ:利になる状況に世き換えることを趣味することがありうる,ＳＨＩ)に

向けてその可能性を-1-分に現災化するためには，変砧されたlCT部門は，ICTを介した生産，

iiIjiIliおよび配布が地域の知識システムにもたらす影瀞を判定寸一ろ必婆があるヘジェンダー

正装に向けてのIHI心が与えられているときには，知識経済の成及が，女性の知識を蝿め，

それに価値をつけるかどうかを知ることが不可欠であるまた,女性が彼女たちの知識を

dII)出し．知識配布の新しいチャンネルを通じて配布する際に，何らかの不利にr[而十ろ

のか否かを砿かめる二とも茄要である。

既に示したように，女性はICTを介した生産，消費および配布過程で機能するために必要

な技能と能力を痩11)十ろ際に臓壁に直面する．二れらのICTに班づいた過程は，揃総な|勤で

は、仕珈，レジャーやｲI:会的サービスの提供を組織する｣二で，他の組織方法にl吐き換わる

支配的な手段になりつつある－．しかし，女性の知識は世き換えられつつある多くのシステ

ムの企画や述徹にjPt畝してきたが，非ICT集約的からICTjIL約の生産，消澱および配分級式

への移行の性質を決定十る際に，女性は権力あるいは膨響力をごくわずかしか持たない．

ニのように，女性は．移行過程を管理する機会を失いつつあり，このことは，この移行で

の敗将になる大きな危険にr[而していることを意味する．

ボックス10

１Ｍ:界のニーズに向けたR＆Ｄ

AAJnwI〃此$'〔，ｍｐｎ７"WHHpoJTJglgは，Ｒ＆Ｄの民営化をめざ弓１－傾向は公共的利益におけ

る知識のnlj造には反=1-る点に注意Ｌている、それは，制度的莱新は，十分に忠まれたエ

リートのニーズではなく，世界のニーズに奉仕する方向に研究がもう一度転換すること

の確保を呼びかけているコミュニケーション部FIIについて，報告答は「太陽や風力あ

るいは発施機で711力を与えられ，湿度に抵抗力あるバソーン．タッチスクリーンに向け

たソフトウエアとクレジットカードなしの電子商業に向けたベイド･カード｣をIlll発する

R&Dの努力を鋤皆している．

出所メカ』nm〃“『Pﾉ《Ｗｎｗｌｒノ7泊pDJTノ’昭ｐ､７`1

もし，社会や紐済が根本的に、そして基本から変糀されようとしているなら，変化の方

向は，いかに力litがあり．知識が豊撤で，才能に十分に忠まれた者であるとしても，’１１－

の構成Ａだけによって決定されるべきではない折衝の過程が必要であり.移行的機Wiと

問題解決的アプローチは，難しく処腫しにくい倫理的なジレンマの処理を窓図することが

必要である．移行のこの機榊は，その何よりも亜要な圃的として，人iⅢ的桶利の改灘を確

保する一巡の価'１kを鵬礎にするべきであるICT部ｉＩｌｌは，IjL在，人iⅢ的福利が利益9M1機に従
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属させられる，家父長的，非民主的なエリート主義の方向にそって組織されている。この

部門の改革は，目的と実践の再編成を必要とする。代替的見地の声一その中には，女性の

利害グループの声がある－を含み，これに価値をつける努力だけが改革過程のためになり

うる。

第３節ＩＣＴ領域でのジエンダー関係の変革：前進と課題と戦略

本節では，ＩＣＴ領域を変革するために進行中の努力を握り返る。ここでは，

a）女性と女性団体が実際的なそして戦略的な目標を逮丙1-ることに向けて，ＩＯＩｂを道具と

してどのように使っているか，

b）ＩＯＩｂ，女性のエンパワーメン卜とＳＨＤに関して，ジェンダーとM１発思想家と実際家

によって打ち出されている考え，

c）ＩＣＴ部門で，権力の再配分と既存のジェンダー関係の改変に関して，実践の中で既

に起こっている変化の程度，

を検討する。

文献リストと資源の選択的リストがとりあげているのは，ICTをSHDの推進のために道

具として使い，ICTsとU11発に関する考えに貢献し，そしてICT産業内部での実践をとりあ

げてきた，多様な地域の，多くの個人，女性組織。アカデミーの研究所，および開発機関

である。

すでに示したように，ＩＣＴ部門内でのジニンダー関係を変革し，ＳＨＤ目標に向けて再編成

することは，現在のようなこの部門に女性を統合すること以上のことを必要とする。行動

は，より多くの女性が現在のICT道具とアプリケーションを持つ施設（そして専門性すら）

を獲得することを保証すること先へ行かなければならない。この部門で活動している女性

と男性は，人間開発目的にそう形で利益をもたらすICT商品とサービスを作り出し．配分す

ることに，そのエネルギーと創造性を向ける必要があるrJCT部門の権力関係の大きな再配

分も起こるべきである

女性のエンバワーメン卜の主唱者は，すでに，ICT部門の変革に貢献する様々な形の活動

に従事している。それにもかかわらず，この部門をSHDとジェンダー平等に向けて再編成

することを狙った努力の現実の範囲と見通しには，多くの差がある。そこにきびしい課題

がある

女性の地位向上の道具としてのICT

世界的女性運動の中での組繊化

ICTsの成長と拡がりには不均衡があるにもかかわらず，世界の女･性運動の内部のグルー

－３０－
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プは．実際的および戦略的目標に向けてICI悪をうまく利用してきた。この運動が作り出し

た多くの脱明，そして特に女性のメディアおよびコミュニケーションによるⅢ苑専門家に

向けての説明は,この事実の証人である｡市民社会組織は,－迎の機能を遂行する中で,IC鵡

を集中的に活用してきており，ジェンダー正義に向けてのそれらの活動は，組織的な効率

性と費用節減を通じて多くの利益をもたらしている。女性運動における組織はまた，ICTを

利用して，燗報源へのアクセスを拡げ，彼らのロビー活動の有効性を改善し，憎報配布活

動の到違範囲を拡げ，国際的な統合の程度を商めている。これらの便益のすべては。むし

ろICI恩の非術に基本的な利用から生じている。市民組織が，インターネットと麺子会議や

c-メイルその他といった関連するネットワーキングの応用の専門的利用者になるなら，その

利益は桁はずれに増加する。

ジェンダーに１１０連する悩報の収梨と配布

女性運動とSHDで活動している多くの組織が，ＳＨＤ目的に向けての動きのために使う開

発関連の1W報を収集，組織，配布するためにICI種に依拠している。ICTのネットワークにわ

たっての配布のために，「女性とM1発」の内容を2りり出している情報･メイデイア組織はま

た，拡大するメディアのチャンネルがもたらしている機会をとらえてきた。ますます増加

する専門家の情報提供者は，急速に激増しつつある櫛メディアが，女性のエンパワーメン

卜とSHD問題にあてた材料をふくむことを保証している．

女性の人椒を監視し保麹する

インターネットは，興味深い共同のプロジェクト}Pb耐eP1HWlmmRiglI広川21を通じて，女

性の入梅を監視し保護するための道具として使われている。これは，情報の共有，キャン

ペーンと能力構築のためのso以上の国際的女性人梅組織にわたる電子的ネットワーキング

である。

民間および呼門的コミュニケーションの手ごろな手段の提供

また,女性に手ごろな情報.コミュニケーションのサービスを提供するために,既存のICT

アプリケーションとネットワークを，新しい組み合わせで使っているプロジェクトも注目

に値する。これらには，割引きした施股への女性の平等なアクセスを提供する特別な措置

をしているテレセンターや，特に女性に便益を与えるか，女性を対象とするアプリケーシ

ョンを提供する多目的の地域社会センターがある．例としては，カメルーン，セネガル，

ウクライナの危括キオスクやテレセンター，そしてバングラディシュのtheGrameen

Phoneプロジェクトがある。これらのプロジェクトは，協同組合協定，マイクロクレジッ

トの拡大，あるいは企業家活動を通して女性に手ごろな＝ミューケーション･サービスを

提供することができる。
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世界の生産システムへの女性の統合

世界の生産システムでの変化が引き起こした破壊に対して女性の生産的な努力の盾とな

って成功した計画はわずかしかない。しかしながら，アジアの多くの国では，下研けの増

加と生産過程のグローバリゼーションの結果として限られた成功はある。グローバル化し

た生産システムへの統合の様式としての家でのテレワーキングは，女性が技能を獲得し，

所得を稼ぎ，有償の雇用と無償の世術労働とを結びつける機会を提供した。テレワーキン

グをめぐる政策課題は，健康と安全の地lili，仕事の不安定性，雇用の差別的な条件，およ

びケイバピリテイと技術へのアクセスの不公正な条件にかかわる．

前進にもかかわらず，ICTsを道具として使うプロジェクトや計画は多くの問題に直面す

る。特に,市民社会にイニシャチブは資金の欠如，不十分な専門的資源，技術変化の急速

なベース,訓練への投資の少なさと継続性の欠如に脅かされている。ジェンダー平等とSHD

へのそのプラスの影響を示すために，ICT智を道具として使うあらゆる努力を結合させた予

算は，おそらく総計で年に'億Ｕｓドル以下であろう．この数字は，ことわざにいう大海のひ

としずくというえる支出であるが，総額のうちでわずかなこの資金充当ですら常に危険に

さらされている。

世界市場で女性が有利になるよう助けること

女性と尅子取引についての多くの小規模な試験プロジェクトが，女性の生産者がその生

産物とサービスの配布のために，より大きな市場へのアクセスを持つことを保舵すること

を狙っている。しかし，市場のグローバル化が女性生産者の商業の運命に与える影響に関

する体系的な研究はごく少ない。試験的プロジェクトから入手できる限られたデータから

一般的結総をひきだすことは不可能である。資料が示しているのは，趣子取引きは，特定

の条件下で働いていて、正しいケイパビリティを持っている企業家に対して，その販売の

範囲を拡げる機会を提供できるということである。

ジェンダー，ＩＣＴｓと持続可能な人ⅡⅢ111発についてのアイディア

多くの異なる知的貢献がlCTsの変革を扱ってきた。この分野での非常に早い時期の文献

は，国の政府に対してICTsへの投資はやりがいがあり利益があるということを説得する努

力をしていた。当初の著作はまたICT､の配布システムと入手可能性は，宙裕な国（とその

中での都市の十分に資金を持つ階級）に偏っていることを示し，地方の人々のICT漣へのア

クセスの権利の正統性を立証することを追究した。名商いＭ７"AWRcpo続と一巡の関連

する総文がこの鉱脈で用意され，知的舞台に非常に多くを提起した。しかしながら，初期

の薪作はどれひとつとして，ICTsへのアクセスの拡大の懲図した便益として男性と女性の

経験を区分しなかった。

麹ｌＴＵ１９８４

－３２－



他の研究の検討'二よれば，技術変化の傾向が，特定の梨団に強く有利で，他の災団を排

除している。国迦大学(UNU-INTECH),国際開発研究センター(IDRC：thclntcmmtionnl

DcvcIopmcmtRcsc皿冗llCcmtrc)およびヨーロッパ連合(EU）は，すべて社会的排除についての

分析を提出してきた。

国連開発のための科学技術委員会(UNCSTD：UNCommissiononScicnccandT℃clmology

lbrDeTelopmcnt）の研究は，制度的，技術的ケイバピリテイに焦点をあてることによって，

この問題にとりくみ，ICT部門の開発のための国家戦略を打ち立てる必要を指摘した型．

UNDPの情報・開発プログラム，国連アフリカ経済委員会の地域的な貢献，そして世界銀行

の開発プログラム知鐡(KmwlcdgclbrDeTclopmemtPmglmmme)は、同じように開発途上国に

対して，ＩＣＴ部門をどう発展させるかに閲して,それが便益をうみだすことを前提しての，ガ

イドを提供する努力とみなすことができる．

1995年の北京での節４回世界女性会議に対する貢献のように，UNCSIDは，ジェンダー，

科学技術，および朋発のIlU係に関する包括的な研究を行った郡。個人の寄稿や総合的紐告や

勧告は，科学・技術システムが社会およびその開発過程と相互作用する仕方にジェンダー

に特有の側面があることを砿認している。ジェンダー，科学･技術および開発についてのこ

れらの研究は，広範囲な技術発展において，男性と女性とにもたらす便益へのアクセスと

管理のレベルで，選別の皿要な側面があることを決定的に示した。科学・技術分野におい

て女性が政而する障壁は，環境，保健，エネルギー，教育，隆業のように多搬であり，教

育・訓練への不平輔なアクセス，資金的，技術的資源の不公正な配分，意思決定と糠理へ

の限られた参加，社会化の圧力および女性の知識の過小評価があった。

UNCSTDのプロジェクトは，ICT部門での特定の梢成要素（例えば，教育・訓練での障

壁に関するMittcrandRathgcbeTの研究における女性の歴用へのＩＣＴｓの傾向と影響の検討）

をふくんでいた。この醤物へのIDRCの悩報グループの寄稿は，女性と女性組織がICI巻を道

具として使う点でなした前進の幾つかを記録した。

UNCSrDのGcmderWOrkingGmup(GWG)の研究は，女性．特に11！発途上国の女性がＩＣＴ

を自らの利益のために活用する際のジェンダーに特有の障碍（社会化,労働市場の分ulUl，教

育・訓練へのアクセスの不平等，その他)を結鎗している。しかし，これらの研究はまた､

ICrsには，女性に対して．積極的な社会的，政治的，文化的変化とともに，経済的耶業の

拡大の機会をもたらす潜在的可能性があることを見出した『,この初期の研究は，ICT部１１ｉの

企業内のジェンダー関係も，ICT部門の組織が既存のジェンダー不平等をどう強化したかも

取り上げなかった③２６

１CTSを1)11発目的に向けて展1111させるというテーマをとりあげたさらに駿近の研究は

1口

ｇＯＵｎｉｌｃｄＮｎｌｉｏｎＢＥＣＯＳＯＣｌ９９９

２５ＵＮＣＳＴＤｌ９９５

２ＧＧＷＣがその発見した二とを拡げるために，そしてそれらのIⅢRuについて主咽と研究を鮭鰹するため

に.８s'ゲートウエイでＩＣ､;をどのように使っているかを参照．
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M､℃cllc27.である。これらの著作においては，ICT部門内の政策改瀧が，ｌＢﾘ次的ではない中

心目標としてSHDをふくめることを正面から強1,Mしている。アフリカ地域からの実証的資

料を使いながら，この薪者は．ICT部門の目標が，純粋な民間部門の利益から方向を変えな

ければ，この部門は，ｌｌＩＩ発目標への貢献において，うまくいかないと鵬じている。利益の

極大化にだけ焦点をおき，市場メカニズムに依拠することは，社会的，制度的資本への過

小投資，供給の増大への制約，および需要の刺激における創造性の欠如を持つ古典的な市

珊の失敗をもたらす。この結果，先に示された憂懸な統計で説明されたように，世界の燗

報社会は世界の市民のごく一部の者の領分になる。民間部門の利益を噸や十手段として，

ICT部門の現在存在するような増大に異議を唱えることは，グローバリゼーションと自由放

任による経済政策によって生み出された不平等の拡大について現在の反省をするとき，非

備にタイムリーな考えである。

鹸近終了したUNU-INTECHの二つの研究プロジェクトは，ICI患の急速な普及が企業と

市場内のジェンダー関係に与える影響についての実証的資料を提供している。これらの研

究の結果は，特に勇気付けられるものではないが，労働組合，女性の協同組合，啓発的な

民ⅡⅡ企業および国家による活動の結果として，ICI種の急速な普及が女性にプラスの利益の

ある影響を作り出したという証明を提供している。エ

llljILICT部門での粟】!’

IC,泊を道具として使う活動，ICT部門の過程の背後にある思考を変化させる活動は進行中

である｡しかし以下に示されるように，それらの努力はなお，世界的なこの部門内の実践

に大きな影響を与えてはいない。

ITUのジェンダー'''１題タスク・フォースは，テレーミニニケーションと通信技術部門の企

業内，およびテレーミニニケーシヨン政策の世界的な規制枠組み内での実践を変化させる

点で，影響力ある機関になる可能性を持っている．このタスクフオースは，ITUのテレコミ

ュニケーションIlIl発局(BT、：Ｂ山図ufbT庇lecommImicatio孵り飢廼lopmcmt)の局長に連携する

通路,H,機関として,”8年に股置された。それは，その開始以来その野心的な「ITUのBT､の

すべての政策，計画はジニンダー視角を取り入れる」という指令を満たすよう活動してき

た。このタスクプオースの現在の作業計画はさらに進んで，その活動は以下の戦略的目的

を運成することを意図する，と述ぺている。すなわち，

＞女性はテレコミューケーションの便益への同等なアクセスを持つことと二の部門の

改善と産業変化によって不利を受けないことを保証すること．

＞テレーミュニケーション技術とサービスを女性のニーズと要求を考慮してデザイン

し提供すること｡

２７Ｍ､Ｔｅ⑪Ⅱ①､1997.199902000

麹ＵＮＵ･ＩＮＴＥＣＨ１９９９
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＞テレコミュニケーション部門のすべてのレベルへの女性の参加を増やすこと｡

このタスク・フォースの作業の中期的評価は，テレコミュニケーション政策におけるジ

ェンダー不平等の輪郭を示した点で有効であったことを示すだろう。このタスク・フォー

スの作業の結果として，BDTは今や，その開発活動に関する主なメッセージのすべてに，

ジェンダー問題をふくめている。このようにして，ジェンダーは，、ｕの作業において，言

葉のレベルでは確実に位置を得た。しかしながら，BDTの活動計画がジェンダー平等に向

けて大きな積極的結果を生み出すベースは遅い。特に女性を対象とするプロジェクト計画，

既存の介入が女性に与える影響についてのより良い理解を生み出す研究，そしてテレコム

政策を。女性に不利な結果をもたらさないようにするため，再編成する点でのケイパピリ

ティを構築するプロジェクトがある。ICTsを道具として使う努力という，これらの控えめ

な改善ですら，わずかな制度的支援をえての困難な条件の下で活動する外部と内部の交替

行為者の勇壮な努力を通じて獲得されたものである。

ジェンダー・メインストリーミングに向けての多くの匝要な努力と同じように，ITUのジ

ェンダー問題タスク・フォースは多数の問題と闘わなければならなかった。それらの問題

には，権限の不足，不十分な資金的資源と予算の不安定性，指令の組み入れ.努力の断片化，

ITUのスタッフ機能との統合の欠如，公式の意思決定と統治装置の任意性と欠如がある〃こ

れらすべては，新しい組織が直面する共通の問題であり。多くが市民社会とむすびついて

いる場合が多い，これらは，変革に消極的な制度による抵抗の形として生じている障害と

見ることもできよう,、一方では大きな潜在力であり，他方で，前進の速度を低める惰性と

抵抗の結合であるこの例は，他の政策設定機関やICTアプリケーションとインフラストラク

チュアを作り出す企業において，何倍にも増えることがありうる。

世界のICT部門は人的資源の危機に直面している。技術変化のベースが加速するとともに，

熟練した人的資源への要求もまた劇的に増大し，供給は需要に追いつかないでいる。労働

条件と給与が女性にとって不利である企業は，才能をひきつけ保持することができないで

いる．したがって，手段のレベルにおいてすら。民iM】部門は雇用慣行をジェンダー・エク

イティの原理に対応する方向で更新し、改革することに関心を持つはずである．

ICT部門でジェンダー関係がどのように形成されているかに関する知識を増やし，対立，

抵抗と不平等な椛力関係が組織的脈絡の一部になっている状況下で変化の管理を深く理解

してたてられる変化をめざす戦略を企画するために，もっと多くの作業が必要である。

変化に向けての一つの戦略は，見返りを生み出す可能性を持つ類似の精神を持つグルー

プとの水平的連合を通じて，ICT領域の変革を進めることであろう｡国際女性運動は，そう

いったプロジェクトを行う特別な力を持っており，これらが他の知識創出者や実践家の力

と結びつくことができれば，ICT領域に変化をもたらずであろう。UNDPのような開発機関

は，改革精神をもった関心グループを部門を越えて広く薬め，ICT部門の変菰で作業をとも

にするフォーラムを支援し創り出すべきである．開発機関にとっては，水平的連合を活発

化させることはまた，内部的陸路に挑戦するという追加的な利益がある。ＩＣＴと開発の領域
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に変革をもたらす水平的連合を構築することは，知識，技能，および理解の点で横断的に

地味を肥やす機会をもたらし，これが，代替的見地を持つ人々が使う影響力を増加させる

良い機会になるはずだからである劃

国のレベルと国際的レベルの両方で，ICT部門の政策形成の側面での国際女性運動の参加

は限られてきた‘マクロ経済政策のレベルでロビー活動と主唱の開始の際に運動が経験し

たのと同じ麺類の立ち遅れが，現在，ＩＣＴ部門に存在するG・活動の多くは，なお，ロビー活

動，政策形成，そして他の形の重要な関与ではなく，ＩＣ耐の道具としての利用を促進する

ことに焦点をおいている．意思決定レベルでの女性が過小であることが，部分的にはこれ

の脱明になるが，また現在働いている従属関係の国際化の作用の油断のならない形もある

女性運動は，この重要な領域で政策形成と意思決定への要求を表してこなかったし，この

ことは，主唱やロビー活動に対する相対的に低い優先度に反映している．このことがまた，

分析とこの領域での能力構築を望んでいるＮＧＯに対する援助を通じて，移行をはじめつつ

ある３．゜

この点での初期のひとつの推進者は組織,Ａ剛Ⅳ7ＵﾉbrD酌wbpm“fであった。マクロ経済

学でのロビー活動と主唱の経験に促されながら,ＡＭｗＴﾉﾉbのewbp"12"Jはl”5年の11月に

南アフリカでポスト北京会議を組織し，ICT部門の政策問題に焦点をあてた3Ｌ北京行動綱

領の進行中の検討と評価は，情報・コミュニケーション領域の主唱をめぐって市民社会を

活気付けて，これは前進を生み出すはずである

行動への勧告

ICT政策の形成と実施過程での亟要な推進者は，国の政府，国迎システム内の機関，ドナ

ー機'111,市民社会団体および民間部門をふくむ多角的機IlUである。

各国政府

ジェンダー的考察を国のICT政策と実施に統合することは，その国の政府の強力で，有効

なリーダーシップなしには実現できないだろうβ地方的な脈絡とジェンダー正義とへの正

当な要求を考愈にいれたICT開発のための明確な見方と戦略を形成する際に，政府がリーダ

ーシップをとる役割を果たすべきである。公共部P9内の，実務省庁あるいは規制機関とい

った適切な組繊が，他の重要な担当者との協力の下に動きながら，この兄方を発展させ，

戦略をたて，課題を実施すべきである＆国家が国益の下に，ICT部門の発展とlCTsの適用過

程を進めることを保証する点で，行動を支持する役割を果たすことが非常に亜要である．

麹OSiochrul999

3oGcddmrd｣iDmPs]・ＨｎｄＭａｍＰＵＰｌ９９９を参照≦

３１．.ｌＢＭＪＷＹ.”1坪UセノqPme"'1996
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少女と女性が，それらの技術を活用できるように，社会的および経済的環境を改轡するこ

とは，虹要かつ緊急な社会的，経済的課題である。この過程は自動的には進まない．ＩCTS

の生産と利用の方向を設定する際の国家の役割は，したがって，決定的に、【婆である．政

府は五つの砿要な領域で措憧をとるぺきである。

１）ＩＣＴ部IJIlとICTの応用のための測定可能な目標と対象を定め処体化すること。

これらの目標は．貧困の軽減，保健ケアの改善，食の安全，環境の安全，技術の進歩と

人的資源の1111発を達成に向けてのICIもの貢献をふくむべきである.これらの航域の政策の

満在的便益が明確に確認され｡少女と女性が明確に定義された区分としてふくめられるべ

きである政府はまた，「女性」は同質の区分ではない二とを蝿め「政策の便益は，異な

る社会的．エスニック的Ｊ人菰的バックグラウンド，そして典鞁る戦育種度を持つ少女と

女性に及ぶことを保証するべきである。農業に経済基錠をおく貧Ifl鮒国においては，地方

の女性とＩＣＴｓの潜在的な受益者としての彼女たちのニーズを考懲することが特にⅢ要

であろへ1111発に向けてICTsを利用するという見地を達成する点での成功は，部１１ﾘ別の11111ｍ

の先に及ぶ起動力を必要としており－１CTSとSHDに対する責任は，省庁を横断したもの

であるべきである、マレーシアとセネガルが，このアプローチを実施してきた途上国の例

である。

2）ICTとⅢ苑の見地を発展させ，方向づけし，その見地にうたわれている目標を逮成す

るために必要な制度的構造を創り出すこと。分析，目標の定縫，利轡Illl係者との折衝，

プロジェクトの計画化，評価と看視，を行うため，そして国のICTIih略のすべての要素を

符理するためには，多様な組織が必要である。これらの組織は，適切なスタッフ・チー

ム，十分J'百資源，行政機関と意思決定構造をエンバワーすることを必要としよう。女性

組織，ジェンダーと側発ＩＭＩ題での専門家，そしてSHDの主唱者が，これらの政簸形成過

程に活発に11U与するべきである。

3）Icrllu巡領域で助言を確保し，技術的専門性を強化すること。政策立案将は，その政

策目的の実現を助けることのできる政策道具を開発するために，厳密な分析からひきだ

された研究の所見と洞察を利用するべきである。例えば，ネットワークの近代化．産業

構造，関税政策，許可の決定，Ｒ＆Ｄに向けてのインセンティプとjhk新，およびiUll練と学

習のシステムに|１０して，技術的決定が行われるときにその基地が社会的・経済的目標を

ふくむことを保証する政策の革新が必要である。

4）政策形成，実施および再吟味の過程にすぺての重要な推進者が積極的に１１０与すること

を係征する論'111機綱をOII発すること。国の政府と多角的ｌｌｌＩ発機ＩｌｌｌやITUといった鍵人かの

Ⅲ要な推進者との111】の＝ミューケーションが十分に発展して，定期的雄ものになる．し

かしながら，先に注記したようにそれらのコミュニケーションは，伝統的方向に沿って

のものになる－例えば，＝ミニニケーション省はITUとは定期的に交流するが，世界銀行

あるいはUNCmADとは交流しない－傾向がある。さらに，国のレベルでは，幾つもの現

業省庁の1111での交渉や鎗争を許す組織的機構は少ない。

～
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ＡＩＳＩの枠組みとUN-ECAAcacia計画は,ICT政筑の形成と実施を遂行するためにこのア

プローチの潜在的便益について麓議し，証明する点で特に強力である。広い範囲の利害

グループからのより大きな参加が政策形成過程を改善するというセネガル，南アフリカ，

ウガンダからの明砿な証拠がある。意図した便益の特定グループへの影響を評価するの

はまだあまりに早すぎるが，このAcacia計画で採用されたアプローチは，周辺化された人

や不利な立場にある人への入り口を提供した.ＡＩＳＩの枠組みの影轡が与えられている場合

には，行動計画は，公Ｉ)11の参加型の政策過程を呼びかけることが唖要である。

女性組織と，ジェンダーと開発の専門家はこれらの協議過程に参加させられるぺきで

ある．これらのフォーラムで少女と女性の利益を代表し，必要な政策手段の開発をもっ

て援助するために，要求される技能と経験を持った女性と男性を認定する問題は，手に

負えないものではない。これらの資源を認定するために，もっと創造的なアプローチが

採用される必要がある。大学と民間部門でのICIもの経験を持つ女性がいるし，ICTの政策

問題を学習する機会を持つことのできる女性のジェンダー・IMI発の専門家がいる。これ

は，正面から直面するはずの人的資源の挑戦媒題である。例えば，南アフリカとウガン

ダは，ジェンダー思考をいくつもの社会開発計画に組み入れることを保証する点で大き

な歩みを示しつつある。これらの経験はアフリカでのICT政策にジェンダーを植えつける

IIlHuにおいて念頭におかれるべきである。

5）政策目標を再吟味するための能力を改善させ，計画を監視・呼価し，技術的および社

会経済的環境の変化に対応すること。ICTsは技術の急速な変化のある梨まりである。非

常に早いペースでの技術変化の生産と利用をとおして生み出された影蓉は，地域的脈絡

では，予期しない結果を生んでいる。ICT部門の政策は，それが有効であるためには，適

応性を持ち，反応的である必要がある。

多角的U１１発機関とドナー

国連システムと専門機関を含めて多角的011発機関は，上述の分野で国の政府を，多操な

支援の資源を提供することによって援助すべきである駁それらの資源としては－以下に限

られないが－政策用具の企画のための技術的専門性，金融支援および制度的ケイバピリテ

イの柵築がある。

具体的な活動としては次のものがあるｺﾆ。

】）政策対鱈と主唱多角的機関および双務的機関は，市場と労働資源の拡大を砿保すると

いう制度的理由と，人間開発の次元としての両方によって，ICTの計画と規制の中にジェ

ンダー次元をふくめることの妥当性を主唱するには良い位置にある．そういった主唱は，

すべての潜在的なパートナーに手を延ばすこと，および政府，市民社会および民11Ⅱ部門

のⅢ1で，見方と優先度の共有の発展を促進する介入とによって，強化されるだろう‘

『ｌ２ｗｗｗ,molPino・ｏｒ鷹ﾉbri〔lgmgdigitaldivide.､ＳＩＤ
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女性の利害を代表する組織が，ICT回に関連するすべての問題についての協議に慎重にふ

くめられること，そして女性が特に，ICT拡大の過程でのそのニーズと貢献に関して協鍍

を受けることとを保証することが必要であろう．各国レベル，地域レベル，世界レベル

のICT部門には，そういった対話に関与できる，またICTの開発部門を通じて接触できる

高いレベルの女性が多数いる。

2）てこになる資源資源の動員において民間部門との協力の機会を確認すること。これは，

地域社会組織‘学校，訓練機関の男性と少年とともに女性と少女の技能を発展させるた

めの相応な資金，装備の提供，奨学金の提供，少女のためのスタディ・ツアーとインタ

ーンシッブ，育成体制の設置，女性が所有しているか多数の女性を雇用している企業に

対する税の支払い猶予がありうる。

3）制度的強化ICT部門の統治に関与する政府,規制機関その他の機関がジェンダー平等へ

のこの部門の影響を分析し，その分析を政策形成と計画過程にふくめる能力を持つこと

を確保することこの協議に女性の政府スタッフが加わることを確保すること．

市民仕会グループの連結性を構築することを通じて市民社会の能力，メンバーの専門

的技能を，女性の能力に対して特に注意を払って強化すること．そういったイニシャチ

ブは，計画や活動の効率性を改善し,地域社会の活動範囲．スタッフの開発，および地

域社会の行動への関心を統合を強化するために，技術を使用することを狙ったものにな

りうる．また亜要なことは，地域社会レベルでの|W報にアクセスし，情報を共有し，地

域社会と国際的な燗報源とをつなぐ能力をつくりあげることであろう:，おそらく機関間

の関係を基礎にして，特に地域社会での接続性のレベルに関する目標と，この知撤が地

域社会の活動に適用される保証となる計画をたてること‘低所得の地域社会で技術的能

力に関して活動するボランティアのチームを，その活動に女性をふくめる梅限と能力を

もって確認すること

民間部門の組織

ＩＣＴ装置とサービスの供給者は，ICTの使用と開発目標とを統合する点で重要な役割を果

たす.，この民間部'’１は，亜要で強力な利害関係グループであり，その要求はICT政策の方向

に大きな影響力を発櫛【する．残念ながら，民間会社は，すべての他の社会的な会社の目的

よりも利益獲得に筑点を慨く傾向があった÷氏IIB部ﾄﾞﾘのロビーは．非常に強力で，ＩＣＴにつ

いての経験が中央政府機関よりも豊富であることが多いので，ＩＣＴ政策目標を全体的に定義

する際に，短期的な商業的目標が大きなウエイトを持つ

途上国の民'１１１部門にとっての大きな課題は，その戦略を，短期の利益獲得ではなく，長

期の市場発展に向けて再編成することであるしたがって民間部門の会社は，テレセンタ

ーや他の地域社会所有の施設を通じてネットワークを開発し，拡大する努力に対してその

支援と資源を与えるべきである貧困国での企業活動はまた，地方の潜在的な消費打のニ

ーズに対応する道14やアプリケーションを生産する二とに連動するＲ＆Ｄにより多くの投資

－３９－



をするべきである。ICTsの潜在的消費者の一グループとしての女性は，特別な要求を持っ

ており，民間部門の組織は，これに対してもっと反応的である努力をするべきである。二

れを行う点で成功する会社は，その商業的目標を達成するとともに，ＳＨＤに貢献するので

ある､

ジェンダー問題をlCT1ll1発と統合する点での積極的役割を果たすために，民問部門の組織

はまた，広い範囲のICTUU迎分野での女性の参加を激励し，促進する行動的な雇用政策を採

用することがありうる『ICT部門の民ilIl組織には.テレコミュニケーションの遠距離通信社，

ICT装世とサービスの供給巷会社，インターネット・サービスの1k給者，コンピュータのハ

ードウエアやソフトウエア会社，そして1丁サービス会社といった大会社がある＆二れらの状

況のすべてにおいて，背任のレベルは遠いながら，女性の就業の機会がある。女性の技術

瀞がひどく少ない中で，民１１１１部門組織はまた，ICT部門でのジェンダー・エクィティという

目標を達成することへの責任の遂行を，特に少女と女性に向けて企画されたiljll純プログラ

ムの支援を提供することで，示すべきである．

市民社会組織

市民社会組織，そして特に女性組織は，ｌＣＴｓに持続可能な開発目標とプログラムを統合

可１－るための主唱の縦IMI線にたってきた．女性にとっての電子的コミュニケーション計画は，

人権キャンペーン，環境符理，アフリカと世界の他の部分とのＩＨＩの|W報の交換を改善する

点で，１CTSが非常なサービスになりうることを強調してきた．それらの計画の多くは，資

金の不足に直面し，公共政策の制定と-1-分には結びついていない厚．

機会があるときには，市民社会組織はICT政策形成の協議過程に十分に参加するべきであ

る。女性のICT計画は，政策形成や主唱ではなくサービスの配分に無点をおく傾向がある．

これは，ゆっくりではあるが変化しつつあり，これらの傾向は激励され，支援されるぺき

である。多角的機関，各国政府，そして氏1III部''9は，これらの企てを，能力構築活動に市

民社会組織を含める二とによって，支援する二とができる．例えば、ITUあるいは他の国辿

機110が，ICT政策形成にジェンダーを考慮するに入れる各国政府の能力を改善する計画を発

足させるなら，市民社会組織は，これらの訓練計画に参加する機会を与えられるべきであ

る。多角的機関とICTに１１M心を持つ市民社会組織のIMIの＝ミューケーションの通信線は常に

はｌｌｌｌかれていないので，この目標を達成することは，特別な注目と努力を必要とす-ろだろ

う,．
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付録１

11991TURegUIntorySurvcyからの抜粋

テレコミュニケーション領域での女性の雇用を促進する法的規定．

南アフリカ：1116年テレーミュニケーション法の目的のひとつは，テレコミュニケーシ

ョン産業における女性のエンパワーメン卜と地位向上を促進することである．

規制機関における』U性と女性の採用，雇用，訓練，昇進を公正で平等（fnirandequitnblc）

な基準で遂行することを保証した政策が開始された。

シンガポール：屈用は，ジニンダーではなく，メリット，教育および専門的経験だけに

よっている。

別々の規制者の栖限を持つ機関のメンバー総数と，その機関のスタッフ総数に占める女性

の％。

１１カ国が回答を寄せた。このうち，ｌＺ力国は規制権限をもつ機関に女性はいなかった。

しかし，かなり商い存在を持つ国もあった（例えば．カナダ：１２人中女性は7人，スウェ

ーデン：７人中4人，南アフリカ：国の規制機関の6人のメンバー中２人が女性ルコロン

ピア，＝スタ・リカ，パラグアイ，ウガンダでは，国の般簡のテレーミュニケーション

規制機関に女性メンバーがいた。

国の燗報インフラストラクチュアへの男性と女性の公正で平等なアクセスを保証する政策

が開始された。

イギリス：すべての迎合王国の政策イニシャチブは男性と女性に対する差別なしにＩＮＩか

れている．

1－
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付録２

統計表１と２は女性の参加【を増加させる戦略】を瞳じる必要を脱明している

表１テレコミュニケーション標準化ドメインOでのITUの作業への女性の参加

（1917-2000年）

－４６－

スタディ・グループと肋

i】団体

司会者数 報告者数 女性代我の数

ＣＥＺ ０ Z５ ８

ＣＥ３ ＺＺ 5０ 1５

ＣＥ４ 1４ 1４ ９

ＣＥ５ ０ ０ ７

ＣＥ６ ０ ６ ７

ＣＥ７ ０ ５ ７

ＣＥ８ ０ ０ ６

ＣＥ９ ０ ， ３

ＣＥ１０ ０ 0 1２

ＣＥ Ｉ 0 0 ９

ＣＥ Ｚ ０ 1５ ６

ＣＥ ３ 0 ６ ８

ＣＥ ４ 0 ０ ７

ＣＥ ５ 0 ０ ６

耐AC(助百団体） 1４ Ⅱ ９

剛性に対する女性の％ ４％ 796 ８％
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表２

コミュニケーションBR会議での男1997年11月から2000年６月の期間のラジオ・

性と女性，司会者と報告者の数

１
１
１
１
卜
Ｉ
ｌ
Ｉ

ｈ 出所：Documcult4-EdalcdlAugustl9”､SecondMccIingorIhcTaskFb応eonGendeTIssues，

lTUHCadquartems,Gcncvn＋SScplcmbeT・COnITibutionbDDr､NntasaGospic罫A55ociatc

Rapportcur(ITU-DStudyGmupZ),YugoslaviaPo5land庇Iecoms

－４７－

女性 男性 合計

スタディ・グループ 3２ １ 。。

ワーキング・グループとタスク・グループ ６４ ２ ６６

会識率備会合 ２ ０ ２

ラジオコミュニケーション｣ＩＤ箇者グループ ３ ０ ３

ラジオ規制委員会 １２ ０ 】ユ

特別委員会 ３ ０ ３

緬藁に関する調整委貝会 ３ ０ ３


